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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 211,363 220,130 240,794 236,776 241,752

経常利益 (百万円) 10,067 10,347 13,590 12,761 14,000

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 6,113 6,422 9,067 8,295 10,820

包括利益 (百万円) 7,951 11,912 6,886 8,633 14,234

純資産 (百万円) 93,229 103,544 108,491 114,249 125,585

総資産 (百万円) 190,913 207,387 217,485 218,741 235,765

１株当たり純資産 (円) 842.80 936.59 980.32 1,032.06 1,136.82

１株当たり当期純利益 (円) 55.49 58.30 82.31 75.30 98.23

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.6 49.8 49.7 52.0 53.1

自己資本利益率 (％) 6.8 6.5 8.6 7.5 9.1

株価収益率 (倍) 16.3 16.6 13.1 13.1 14.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,868 7,463 13,870 11,439 12,059

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,104 △6,487 △6,896 △9,153 △7,665

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,948 △3,296 △2,114 △4,184 △3,870

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 24,909 22,808 27,547 25,461 26,122

従業員数 (名) 4,652 4,705 4,710 4,785 4,903
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３  従業員数は、就業人員数を表示しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 191,346 198,717 217,690 212,927 216,575

経常利益 (百万円) 8,931 14,205 11,803 10,480 13,708

当期純利益 (百万円) 5,560 10,147 7,764 7,227 11,290

資本金 (百万円) 18,670 18,670 18,670 18,670 18,670

発行済株式総数 (株) 112,391,530 112,391,530 112,391,530 112,391,530 112,391,530

純資産 (百万円) 78,921 91,602 97,088 101,532 113,793

総資産 (百万円) 167,646 179,902 190,231 192,743 211,437

１株当たり純資産 (円) 715.30 830.26 880.00 920.30 1,031.43

１株当たり配当額

(内、１株当たり中間配当額)
(円)

17.00 17.00 24.00 24.00 26.00
(7.00) (8.50) (10.00) (12.00) (12.00)

１株当たり当期純利益 (円) 50.39 91.97 70.38 65.51 102.33

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.1 50.9 51.0 52.7 53.8

自己資本利益率 (％) 7.3 11.9 8.2 7.3 10.5

株価収益率 (倍) 17.9 10.5 15.3 15.1 14.2

配当性向 (％) 33.7 18.5 34.1 36.6 25.4

従業員数 (名) 2,834 2,866 2,927 3,216 3,326
 

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 平成28年３月期の１株当たり配当額24円には、創立70周年記念配当４円を含んでおります。

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【沿革】
 

昭和20年10月 横浜市磯子区岡村町所在の日本飛行機株式会社岡村分工場の施設を借受け、同社の従業員十数名の

協同で、一般家庭用厨房品の製造を目的とする事業を開始した。

昭和21年７月 有限会社岡村製作所を設立

昭和23年８月 株式会社に改組(資本金100万円)

昭和25年９月 横浜市西区北幸町に横浜工場を新設し鋼製家具の生産を開始した。

昭和27年５月 本社を横浜市西区北幸町に移転した。

昭和33年６月 横浜市磯子区岡村町所在の岡村工場を横須賀市浦郷町５丁目に移転した。

昭和35年９月 三菱商事株式会社、富士製鐵株式会社（現・新日鐵住金株式会社）、大同鋼板株式会社（現・日鉄

住金鋼板株式会社）と共同出資により、鋼製事務用家具専門工場として、大阪府東大阪市に株式会

社関西岡村製作所（現・株式会社関西オカムラ）を設立した。(現・連結子会社)

昭和36年10月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場した。

昭和45年１月 静岡県御殿場市に富士工場を新設し鋼製家具の生産を開始した。

昭和45年６月 株式が東京証券取引所市場第一部に指定された。

昭和46年８月 株式を大阪証券取引所市場第一部に上場した。

昭和47年３月 静岡県御殿場市に御殿場工場を新設し、冷凍冷蔵ショーケースの生産を開始した。

昭和49年８月 山形県東置賜郡高畠町に高畠工場を新設し、木製家具の生産を開始した。

昭和63年５月 タイ王国に三菱商事株式会社及び現地企業との共同出資により、鋼製事務用家具専門工場としてサ

イアムオカムラスチールCO.,LTDを設立した。(現・関連会社)

昭和63年９月 日本たばこ産業株式会社及び株式会社関西岡村製作所（現・株式会社関西オカムラ）との共同出資

により、鋼製事務用家具専門工場として株式会社JTオカムラ(現・株式会社山陽オカムラ)を設立し

た。(現・連結子会社)

平成元年６月 当社全額出資の子会社株式会社オカムラ物流を設立した。(現・連結子会社)

平成３年１月 茨城県つくば市につくば工場を新設し、事務用家具の生産を開始した。

平成３年７月 横浜市鶴見区に横浜物流センターを開設した。

平成３年10月 新日本製鐵株式會社（現・新日鐵住金株式会社）及び株式会社関西岡村製作所（現・株式会社関西

オカムラ）と共同出資により、事務用家具専門工場として株式会社エヌエスオカムラを設立した。

(現・連結子会社)

平成６年４月 当社全額出資の子会社株式会社オカムラビジネスサポートを設立した。(現・連結子会社)

平成９年３月 神奈川県足柄上郡中井町に中井事業所を新設した。

平成11年８月 株式会社オカムラ物流と共同出資により、株式会社オカムラサポートアンドサービスを設立した。

(現・連結子会社)

平成16年６月 中華人民共和国上海市に当社全額出資の子会社上海岡村家具物流設備有限公司を設立した。(現・連

結子会社)

平成17年５月 株式の取得によりシーダー株式会社を子会社とした。(現・連結子会社)

平成18年12月 横浜市鶴見区に鶴見事業所を新設した。

平成20年３月 株式の取得により株式会社富士精工本社を子会社とした。(現・連結子会社)

平成21年３月 株式の取得によりセック株式会社を子会社とした。(現・連結子会社)

平成25年２月 株式の取得によりSalottoグループを子会社とした。（現・連結子会社）

平成25年７月 中華人民共和国浙江省臨安市に現地企業との共同出資により、子会社杭州岡村伝動有限公司を設立

した。(現・連結子会社)

平成27年７月 インドネシア共和国ジャカルタ市に現地企業との共同出資により、子会社PT.Okamura Chitose

Indonesiaを設立した。(現・連結子会社)

平成30年４月 当社の商号を株式会社オカムラに変更した。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社27社及び関連会社７社で構成され、オフィス環境機器、商環境機器の製造販売等を

主な事業内容とし、これらの各事業に関連する物流・施工・サービス等の事業活動を展開しております。

各事業における当社グループの位置付け等は次のとおりであります。なお、セグメントと同一の区分であります。

 

オフィス環境事業

オフィス家具、公共施設用家具、セキュリティ製品、ヘルスケア製品等の製造販売を行っております。

〔主な関係会社〕

(製造)

当社、㈱関西岡村製作所、㈱エヌエスオカムラ、㈱山陽オカムラ、㈱富士精工本社他

(販売・物流・施工・サービス)

当社、㈱オカムラ物流、㈱オカムラサポートアンドサービス、上海岡村家具物流設備有限公司、

Salotto(China)Limited他

商環境事業

店舗用陳列棚、冷凍冷蔵ショーケース、店舗カウンター等の製造販売を行っております。

〔主な関係会社〕

(製造)

当社、㈱関西岡村製作所、㈱山陽オカムラ他

(販売・物流・施工・サービス)

当社、㈱オカムラ物流、上海岡村家具物流設備有限公司、セック㈱、Salotto(China)Limited他

その他(物流機器事業他)

工場・倉庫用物品保管棚、物流自動機器・装置の製造販売等を行っております。

〔主な関係会社〕

(製造)

当社、㈱エヌエスオカムラ、シーダー㈱、杭州岡村伝動有限公司他

(販売・物流・施工・サービス)

当社、㈱オカムラ物流、上海岡村家具物流設備有限公司他

なお、平成30年４月１日付で当社は「㈱オカムラ」に、㈱関西岡村製作所は「㈱関西オカムラ」に、㈱岡村興産は

「㈱オカムラ興産」に、それぞれ商号変更しております。

 
上記の概況について、事業系統図を示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

㈱関西岡村製作所
（現・㈱関西オカムラ）

大阪府東大阪市 100
オフィス環境
事業
商環境事業

100.0

当社が販売する規格標準机他の製
造を行っております。
役員の兼任 ５名
(内 当社従業員２名)

㈱オカムラ物流
 

神奈川県横浜市鶴見区 90

オフィス環境
事業
商環境事業
その他

100.0
当社製品の保管・運送を行ってお
ります。
役員の兼任 ３名

㈱エヌエスオカムラ 岩手県釜石市 100
オフィス環境
事業
その他

55.5
(7.7)

当社が販売する規格標準机他の製
造を行っております。
役員の兼任 ２名
(内 当社従業員２名)

㈱山陽オカムラ 岡山県高梁市 100
オフィス環境
事業
商環境事業

100.0
(39.0)

当社が販売する規格標準机他の製
造を行っております。
役員の兼任 ２名
(内 当社従業員１名)

㈱オカムラサポート
アンドサービス

神奈川県横浜市鶴見区 90
オフィス環境
事業

100.0

当社製品の施工・保守・アフター
サービスを行っております。
役員の兼任 ３名
(内 当社従業員１名)

上海岡村家具物流設備有限公司
中華人民共和国
上海市

百万人民元
100

オフィス環境
事業
商環境事業
その他

100.0

当社製品の販売を行っておりま
す。
役員の兼任 ３名
(内 当社従業員１名)

シーダー㈱ 神奈川県横浜市鶴見区 41 その他 100.0
当社が販売する物流機器製品の製
造を行っております。
役員の兼任  ３名

㈱富士精工本社 石川県能美市 36
オフィス環境
事業

100.0
当社が販売するセキュリティ製品
の製造を行っております。
役員の兼任 ２名

セック㈱ 東京都台東区 300 商環境事業 100.0

商環境事業における施工・サービ
スを行っております。
役員の兼任 ２名
(内  当社従業員１名)

Salotto(China)Limited
中華人民共和国
香港特別行政区

千香港ドル
71,185

オフィス環境
事業
商環境事業

100.0

オフィス環境事業、商環境事業に
おける製品の販売を行っておりま
す。
役員の兼任 ２名

杭州岡村伝動有限公司
中華人民共和国
浙江省臨安市

600 その他 65.0
その他(流体変速機)における製品
の製造を行っております。
役員の兼任 １名

その他15社 ― ― ― ― ―

(持分法適用関連会社)
７社

― ― ― ― ―

 

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２  「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有割合であります。

３ 上記の会社で有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えている会社はありませ

ん。

 

EDINET提出書類

株式会社オカムラ(E02369)

有価証券報告書

 6/90



 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成30年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

オフィス環境事業 2,991

商環境事業 1,294

その他（物流機器事業他） 415

全社(共通) 203

合計 4,903
 

(注) １  従業員数は、就業人員であります。

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

 

(2) 提出会社の状況

平成30年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

3,326 41.8 16.5 6,893
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

オフィス環境事業 2,048

商環境事業 783

その他（物流機器事業他） 292

全社(共通) 203

合計 3,326
 

(注) １  従業員数は、就業人員であります。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループの組合は、平成３年11月に全岡村労働組合連合会として結成され、平成30年３月31日現在組合員数

は3,071名であります。

加盟単組は岡村製作所労働組合、関西岡村製作所労働組合、オカムラ物流労働組合であります。

なお、会社と組合との関係については円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、中長期の成長を目指した安定的経営基盤の構築、利益重視の効率的経営の実践、環境への配慮

をはじめとする社会との信頼関係の向上を基本方針として経営活動を展開しております。

当社は昭和20年、創業者を中心に設立の主旨に賛同した人たちが、資金、技術、労働力を提供し合って「協同の

工業・岡村製作所」としてスタートを切りました。その創業の精神は、「創造、協力、節約、貯蓄、奉仕」の５つ

の言葉からなる社是と、これを受けた「基本方針」により企業文化として定着し、現在のオカムラグループの経営

と事業活動に受け継がれ、「よい品は結局おトクです」をモットーに、お客様のニーズを的確にとらえたクオリ

ティの高い製品とサービスを社会に提供することに努めております。

また、当社は、平成30年４月１日付で「株式会社オカムラ」に社名を変更し、オカムラのミッションを「豊かな

発想と確かな品質で、人が集う環境づくりを通して、社会に貢献する」と明文化いたしました。社名とブランドを

統一することで、トータルソリューション企業への変革とグローバル化の更なる推進を図るとともに、企業価値の

持続的な向上に向けた取り組みを強化してまいります。

　

(2) 目標とする経営指標

当社グループは、主な経営指標として総資産経常利益率（ROA）・自己資本当期純利益率（ROE）や売上高営業利

益率を重視しており、常にコスト意識をもち収益の改善に努め、経営資源の選択と集中による投資効率の向上に注

力してまいります。

平成32年３月期を最終年度とする中期経営計画において経営目標値（連結）を策定しており、平成31年３月期

は、売上高2,520億円、営業利益138億円、経常利益145億円、親会社株主に帰属する当期純利益100億円、売上高営

業利益率5.5％、平成32年３月期は、売上高2,650億円、営業利益160億円、経常利益168億円、親会社株主に帰属す

る当期純利益114億円、売上高営業利益率6.0％を見込んでおります。

　

(3) 中長期的な会社の経営戦略

① 効率経営の推進

経営資源の選択と集中による投資効率の向上を図ってまいります。とりわけ、全社にわたる働き方改革の推進、

製造ラインの自動化及びサプライチェーンの最適化を図り、利益率の向上及び持続的な成長を目指します。

働き方改革においては、制度・テクノロジー・環境のすべてが人を中心に設計されていることが重要と考え、人

事制度などの社内ルールの改革、ＩＣＴの活用などによる情報インフラの整備、最適な働く環境の構築をより一層

推進してまいります。また、社内改革で様々な施策を試み、体感することにより得た知見を活かし、オフィス環境

事業におけるソリューション提案の更なる強化に努めてまいります。

② 事業競争力の強化

人手不足の問題は今後さらに深刻化すると予想され、あらゆる業界で省人・省力化、生産性向上に向けた対策が

急務となっています。このような状況のもと、研究開発による特徴あるソリューション提案の強化と高付加価値製

品の展開により、他社との差別化を図ってまいります。また、各事業間の連携強化やアライアンス、Ｍ＆Ａの推進

などにより、各事業領域の拡大にも努めてまいります。

オフィス環境事業においては、働き方改革や健康への関心の高まりに対応した新しいオフィスづくりの需要を掘

り起こし、事業の拡大を図るとともに、病院・福祉施設、教育施設、研究施設、官公庁・自治体などのオフィス周

辺市場の需要開拓にも注力してまいります。商環境事業においては、変革する小売店舗に対応した「少し先行く」

製品の開発強化に努めてまいります。物流機器事業においては、市場の自動化ニーズは高く多様化しており、イン

テグレーション型への転換により競争力を高めてまいります。

③ グローバルマーケットの深耕

海外事業基盤確立のため、海外、とりわけ東南アジアにおける販売体制の強化や代理店の新規獲得による販売

ネットワークの拡大に取り組むとともに、欧米での各種展示会への積極的な出展により、オカムラブランドの一層

の浸透に努めてまいります。それぞれの市場に合致した製品の投入と販売代理店の支援強化により、売上拡大を

図ってまいります。
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　(4) 経営環境及び対処すべき課題

今後の日本経済は、米国の政策動向、中国経済及び新興国経済の減速懸念など、依然として先行きの不透明感は

残っているものの、企業収益や雇用環境は引き続き改善し、景気は緩やかながらも回復が続くものと予想しており

ます。

このような事業環境のなか、当社グループは、競争力・特徴のある新製品の開発、総合力を活かしたソリュー

ション型ビジネスの積極的展開により、事業競争力の強化を図り、売上高、利益の拡大を目指してまいります。

　

主力のオフィス環境事業につきましては、都心を中心とした大規模オフィスビルの供給が高水準になると見込ま

れており、オフィス需要は堅調に推移すると予想しております。また、働き方改革や健康への関心など新しいオ

フィスづくりへの動きもより高まっております。このような状況のもと、業績が好調な企業や業種への販売促進を

強化するとともに、当社グループの強みであるトータル提案を展開することにより、売上高の拡大を目指してまい

ります。また、オフィス周辺市場での優位性の確立、収益性の改善、人材育成の徹底・強化に取り組んでまいりま

す。

　

商環境事業につきましては、小売業を中心に新規出店、既存店の改装需要は引き続き好調に推移すると予想して

おります。また、人手不足を背景に省人・省力化に向けた投資の拡大が見込まれます。このような状況のもと、お

客様のニーズにマッチした製品の品揃え、拡大を図り、店舗什器、カート機器、セキュリティ製品など総合力を活

かしたトータル提案を強化し、売上高の拡大を目指してまいります。

　

その他（物流機器事業他）につきましては、卸・小売業のネット通販の拡大などで、大型物流施設の需要は高水

準に推移し、また、省人・省力化への要望はますます強まると予想しております。このような状況のもと、差別化

製品の開発に積極的に取り組むとともに、社内エンジニアリング体制の強化を図り、売上高の拡大と安定的な利益

確保を目指してまいります。

　

海外展開につきましては、代理店の獲得と支援強化、世界市場での知名度の向上と戦略製品の積極的投入により

市場拡大を図り、売上高の拡大を目指してまいります。

　

生産・物流面につきましては、原材料や物流コストの上昇に対し、効果的な設備投資と継続的な改善活動によ

り、サプライチェーンの最適化を図ってまいります。併せて、全社にわたる業務効率化への取り組みを一層強化し

てまいります。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

(当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策))

(1) 基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や企業価値の源泉を十分

に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者

である必要があると考えております。

当社は、当社の支配権の移転をともなう買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づき

行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。そして、当社株式の

大量買付を行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこと、当社の企業価値の源泉を理解した上

で、これらを中長期的に確保し、向上させることができない場合などには、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益は毀損されることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置を

採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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　(2) 基本方針実現のための取組みの具体的な内容の概要

イ 基本方針の実現に資する特別な取組みの具体的な内容の概要

当社は、「競争力の向上」、「国内事業基盤の強化」及び「グローバル化による市場拡大」の取組みを進めるこ

とにより、中長期の成長を目指した企業価値の向上に努めております。

また、当社は、株主の皆様に対する経営陣の責任の所在を明確化するため、取締役の任期を１年としておりま

す。また、独立性を有する社外取締役を３名選任しております。さらに、監査役４名のうち、２名は独立性を有す

る社外監査役です。これら社外取締役と社外監査役が取締役会等に出席し、取締役の業務執行を十分に監視できる

体制となっておりコーポレート・ガバナンス体制の強化に努めております。

ロ 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組みの具体的な内容の概要

当社は、平成30年５月９日開催の当社取締役会決議及び同年６月28日付の第83期事業年度に係る株主総会決議に

おいて、上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み（会社法施行規則第118条第３号ロ）として導入された、当社株式の大量取得行為に関する対応策

（買収防衛策）を更新いたしました(以下、更新後の対応策を「本プラン」といいます。)。

本プランは、当社株券等の20％以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める等、

本プランの目的を実現するために必要な手続を定めております。

買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会又は当社株主総会において本プランを発動しない旨が決定

された場合に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。

買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合には、当社は、買収者等による権

利行使は原則として認められないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を

取得できる旨の取得条項が付された新株予約権に係る新株予約権無償割当て等を実施します。本プランに従って新

株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得にともなって買収者以外の株主の皆様に当社株式が

交付された場合には、買収者の有する当社の議決権割合は、最大約50％まで希釈化される可能性があります。ま

た、このほか、本プラン所定の要件を満たし、かつ、相当性を有する場合には、当社は法令及び当社定款の下でと

りうる合理的な手段を講じることがあります。

当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当て等の実施、不実施又は取得等の判断については、取締役の恣

意的判断を排するため、独立委員会を設置し、独立委員会規則に従い、当社経営陣から独立した当社社外取締役等

のみから構成される独立委員会の判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラ

ン所定の場合には、株主総会を招集し、株主の皆様の意思を確認することがあります。こうした手続の過程につい

ては、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その透明性を確保することとしております。

なお、本プランの有効期間は、第83期事業年度に係る定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の時までとされているため、本プランは、第86期事業年度に係る定時株主総

会の終結の時をもって有効期間が満了することになります。

　

(3) 具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

コーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上さ

せるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針に沿うものです。

また、本プランは、上記(2)ロに記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入

されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、①株主総会において株主の承認を得た上導入さ

れたものであること、②一定の場合には本プランの発動の是非について株主の皆様の意思を確認する仕組みが設け

られていること、③本プランの発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること、④独立性を有する社外取

締役等によって構成される独立委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の勧告を経る

ことが必要とされていること、⑤独立委員会は当社の費用で専門家等の助言を受けることができるとされているこ

と、⑥本プランの有効期間が３年間と定められた上、株主総会又は取締役会により廃止できるとされていること、

⑦当社取締役の任期は１年とされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、企業価値ひいて

は株主共同の利益を確保することを目的としております。
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２ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価ならびに財務状況等に影響をおよぼす可能性のあるリスクには以下のようなものが

あります。これらのリスクを制御し可能な限り回避するよう努める次第であります。なお、下記記載のリスク項目

は、当社グループ事業に関するすべてのリスクを網羅したものではありません。また、本項における将来に関する事

項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の変動に係るもの

① 競合条件、価格動向

当社グループの属する業界は、競合性の高い業界でありますが、当社グループは技術力の高い商品により差別化

に努めております。しかし競合他社が当社グループ製品のデザイン及び技術を追従し、安価で販売するないしは、

より高い独自デザイン及び技術をもって当社グループのシェアを奪う可能性があります。また、市場からの価格引

き下げ圧力が強いため、当社グループが常に充分な採算性を確保できる保証はありません。

② 経済状況

当社グループの国内販売比率は90％を超えております。そのため製品の需要は、国内の設備投資の動向に大きく

影響を受けます。従いまして国内景気の悪化にともなう企業収益の圧迫等により設備投資が抑制されますと、需要

が縮小し、当社グループの業績や財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。

③ 資金調達リスク、金利変動の影響

当社グループは製造業であり、将来にわたって必要な設備を新規あるいは更新のために継続的に投資する必要が

あります。現状、金融機関との関係は良好で、必要資金は問題なく調達できておりますが、将来も引き続き充分に

調達可能であるという保証はありません。また、既存の長期借入金及び社債の金利は大部分固定化済みで、金利変

動リスクは僅少でありますが、将来の調達に関しては、金利動向が当社グループの業績に影響を与える可能性があ

ります。

④ 有価証券投資の影響

当社グループは、取引金融機関、関係会社、重要取引先の株式を中心に長期保有目的の株式を有しております。

当社グループ保有株式の個々の銘柄の価格変動が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(2) 品質管理・法的規制

製品の品質維持

当社グループは、世界的に認められている品質基準(ISO9001)に従って各製品を製造しております。しかし、す

べての製品について不測の事故も生じず、将来にわたりクレームが発生しないという保証はありません。製造物責

任賠償については、保険に加入しておりますが、当社グループが最終的に負担する賠償額を、保険が充分にカバー

できるという保証はありません。製品の欠陥は、当社グループの評価に影響を与え、業績と財務状況に悪影響をお

よぼす可能性があります。

 

(3) 重要な訴訟事件等の発生に係るもの

当社グループは、現時点において、将来の業績に重大な影響をおよぼすと思われるような損害賠償の請求や訴訟

の提起を受けている事実はありません。しかし、将来当社グループの事業活動に関連して、製品の不具合、有害物

質の発生、知的所有権問題その他様々な事由で当社グループに対して訴訟その他の請求が提起される可能性があ

り、その内容によっては当社グループの業績に悪影響をおよぼす可能性があります。

 

　(4) 自然災害その他

当社グループは、地震・洪水等の自然災害や火災等の事故災害により社会的混乱等が発生した場合、事業活動の

停止や機会損失、復旧のための費用負担により、当社グループの業績に悪影響をおよぼす可能性があります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

 
① 財政状態の状況

総資産は、前連結会計年度末から17,023百万円増加して235,765百万円となりました。流動資産は、売上債権及

びたな卸資産の増加を主な要因として6,473百万円増加し、固定資産は、投資有価証券の増加、退職給付に係る資

産の減少を主な要因として10,550百万円増加いたしました。

負債は、仕入債務及び繰延税金負債の増加を主な要因として、前連結会計年度末から5,688百万円増加して

110,179百万円となりました。

純資産は、利益剰余金及びその他有価証券評価差額金の増加を主な要因として、前連結会計年度末から11,335

百万円増加して125,585百万円となりました。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ1.1ポイント増加して53.1％となり、１株当たりの純資産

は、前連結会計年度末の1,032.06円から1,136.82円となりました。

 
② 経営成績の状況

売上高は、前連結会計年度に比べ2.1％増加の241,752百万円となりました。また、売上原価は売上高の増加に

ともない、前連結会計年度に比べ3,180百万円増加して165,957百万円となり、売上高に対する売上原価の比率は

68.6％となりました。

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ468百万円増加して62,651百万円となりました。また、販売費

及び一般管理費の売上高に対する比率は25.9％となりました。

この結果、営業利益は、前連結会計年度の11,815百万円に比べ11.2％増加し13,142百万円となりました。

営業外損益は、前連結会計年度の945百万円の収益（純額）に対し、当連結会計年度は858百万円の収益（純

額）となりました。

この結果、経常利益は、前連結会計年度の12,761百万円に比べ9.7％増加の14,000百万円となりました。

特別損益は、前連結会計年度の764百万円の損失（純額）に対し、当連結会計年度は2,077百万円の収益（純

額）となりました。

この結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度の11,996百万円に比べ34.0％増加の16,078百万円とな

りました。

法人税等は、前連結会計年度の3,624百万円に比べ43.8％増加の5,213百万円となりました。また、税効果会計

適用後の法人税等の負担率は32.4％となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度の8,295百万円に比べ30.4％増加の10,820百万円となりま

した。１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の75.30円に比べ30.4％増加の98.23円となりました。また、自

己資本利益率は9.1％となりました。

なお、当連結会計年度における各セグメントごとの状況は、「(2)経営者の視点による経営成績等の状況に関す

る分析・検討内容 ② 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容」をご参照くださ

い。

　

③ キャッシュ・フローの状況

 

区分 前連結会計年度(百万円) 当連結会計年度(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,439 12,059

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,153 △7,665

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,184 △3,870

現金及び現金同等物期末残高 25,461 26,122

借入金・社債期末残高 23,490 23,001
 

 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益16,078百万円、減価償却費5,405百万円及び　

仕入債務の増加額2,647百万円等による増加と、退職給付制度改定益1,976百万円、退職給付に係る負債の減少額

1,599百万円、売上債権の増加額3,450百万円、たな卸資産の増加額1,737百万円及び法人税等の支払額3,873百万

円等による減少の結果、12,059百万円の資金増加（前期は11,439百万円の増加）となりました。
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投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得4,241百万円、無形固定資産の取得875百万円及び

投資有価証券の取得2,578百万円等による減少の結果、7,665百万円の支出（前期は9,153百万円の支出）となりま

した。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の減少額543百万円、配当金の支払額2,647百万円等による

減少の結果、3,870百万円の支出（前期は4,184百万円の支出）となりました。

これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は660百万円増加し、26,122百万円となりまし

た。

借入金・社債の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ489百万円減少し、23,001百万円となりまし

た。

 
④ 生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

オフィス環境事業 73,954 ＋13.7

商環境事業 30,235 △1.7

その他 9,928 ＋11.1

合計 114,118 ＋9.0
 

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

 

ｂ．受注状況

当社グループは、主に販売計画に基づいて生産計画を立てて生産しております。一部受注生産を行っております

が、受注高及び受注残高の金額に重要性はありません。

 

ｃ．販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

オフィス環境事業 128,515 ＋3.3

商環境事業 95,956 △0.3

その他 17,280 ＋7.3

合計 241,752 ＋2.1
 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

 
① 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しており

ます。この連結財務諸表の作成に当たって採用している重要な会計方針は「第５　経理の状況　１　連結財務諸

表等 (1)連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。

　

② 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．財政状態

財政状態の状況に関する認識及び分析・検討内容については、「(1) 経営成績等の概要 ① 財政状態の状況」を

ご参照ください。

　

ｂ．経営成績

区分
売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

経常利益
(百万円)

親会社株主に
帰属する
当期純利益
(百万円)

１株当たり
当期純利益

(円)

ROE
(％)

当連結会計年度 241,752 13,142 14,000 10,820 98.23 9.1

前連結会計年度 236,776 11,815 12,761 8,295 75.30 7.5

増減率 2.1% 11.2% 9.7% 30.4% 30.4% ―
 

　

当連結会計年度の国内経済は、企業収益や雇用環境は引き続き改善傾向にあり、景気は緩やかな回復基調で推移

いたしました。

このような状況のもと、当社グループは、特徴ある製品づくりやトータルソリューション提案による新しい市場

創出、各事業分野でのシェア拡大と新規顧客開拓に努めるとともに、生産性向上やコストダウンを推進してまいり

ました。

この結果、当連結会計年度の売上高は、過去最高の241,752百万円（前期比2.1％増）となりました。

損益面につきましては、営業利益は13,142百万円（前期比11.2％増）、経常利益は14,000百万円（前期比9.7％

増）、親会社株主に帰属する当期純利益は10,820百万円（前期比30.4％増）となり、最高益を更新いたしました。

セグメントごとの経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　

セグメントの名称

売上高(百万円) セグメント利益又は損失(△)(百万円)

前連結
会計年度

当連結
会計年度

増減
前連結
会計年度

当連結
会計年度

増減

オフィス環境事業 124,446 128,515 4,068 8,879 9,782 902

商環境事業 96,220 95,956 △264 3,034 2,487 △546

その他 16,109 17,280 1,171 △98 872 971

合計 236,776 241,752 4,975 11,815 13,142 1,326
 

(注) セグメント利益又は損失(△)の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。
　

オフィス環境事業

　オフィス環境事業につきましては、大規模オフィスビルの供給は短期的な端境期にあり、大型移転案件の減少

が見られたものの、業績が好調な企業を中心としたオフィスの移転需要及びリニューアル需要が増加いたしまし

た。このような状況のもと、オフィスでの働き方改革や健康への関心の高まりに対する新しいオフィス環境づく

りを積極的に提案し、前連結会計年度に比べ、売上高、利益ともに増加いたしました。

　この結果、当セグメントの売上高は、128,515百万円（前期比3.3％増）、セグメント利益は、9,782百万円（前

期比10.2％増）となりました。
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商環境事業

　商環境事業につきましては、食品スーパー、ドラッグストアなど業績が好調な小売業界を中心に、店舗什器、

カート機器、セキュリティ製品など総合力を活かしたトータル提案を強化し、冷凍冷蔵ショーケースのシェア

アップやコスト低減に努めましたが、年度後半には需要が低迷し、また資材価格が上昇したこともあり、前連結

会計年度に比べ、売上高は横ばい、利益は減少いたしました。

　この結果、当セグメントの売上高は、95,956百万円（前期比0.3％減）、セグメント利益は、2,487百万円（前

期比18.0％減）となりました。

　

その他（物流機器事業他）

　物流機器事業につきましては、食品、医薬、通販などの有力分野や自動倉庫の拡販に注力するとともに、人手

不足に対応した省人化の要望に対し、提案力と優位性のある製品の強みを最大限に活かした積極的な営業活動に

努めたことにより、前連結会計年度に比べ、売上高、利益ともに増加いたしました。

　この結果、当セグメントの売上高は、17,280百万円（前期比7.3％増）、セグメント利益は、872百万円（前期

は98百万円のセグメント損失）となり、大幅に収益改善を達成いたしました。

　

ｃ．キャッシュ・フロー

キャッシュ・フローの状況に関する認識及び分析・検討内容については、「(1) 経営成績等の概要 ③ キャッ

シュ・フローの状況」をご参照ください。

 
③ 資本の財源及び資金の流動性

重要な設備の新設等の計画はありません。

当社は、安定的な資金の流動性を確保するため、及び運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と

14,000百万円の特定融資枠契約を締結しております。なお、当連結会計年度末の借入実行残高はありません。

　

④ 経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、企業価値の持続的な向上を目指し平成32年３月期を最終年度とする中期経営計画を策定して

おり、当連結会計年度は初年度に当たります。当連結会計年度における売上高は241,752百万円（前期比2.1％

増）、営業利益は13,142百万円（前期比11.2％増）、経常利益は14,000百万円（前期比9.7％増）、親会社株主に

帰属する当期純利益は10,820百万円（前期比30.4％増）、売上高営業利益率は5.4％（前期比0.4ポイント増）と

なりました。
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４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

５ 【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発費の総額は、1,162百万円であります。

当社グループの研究開発活動は、人にとって機能的で、安全・快適な空間創造に貢献するとともに、環境問題に配

慮した製品の開発を行うことをモットーに、各事業分野にわたり積極的に研究・開発に取り組んでおります。

　

 当連結会計年度のセグメントごとの主な研究成果は以下のとおりであります。

　

オフィス環境事業

１．現在、働き方改革に求められている「効率だけではなく健康的で創造性を発揮できる場」としての共創空間を

実現する一助として８つの製品シリーズからなる新製品「Lives(ライブズ)」を開発・発売。個々人の集中作業

やチームにおけるコミュニケーション、コラボレーションを支援していきます。

２．Work in Life におけるこれからの働き方や働く場について社内外の人々と共に考えていく活動、「WORKMILL

(ワークミル)」を推進。活動の一部として世界一幸せな国と言われるデンマークの働き方や教育の在り方を取

材しワークミルマガジン第２号として発行。ワークミルの活動に共感された方々と豊かなワークスタイルやラ

イフスタイルを実現することを目指し活動を進めてまいります。

３．健康的に働くを目標にオフィスにおける上下昇降デスク「Swift(スイフト)」、教育施設において新しい学び方

を支援する「Stafit(スタフィット)」、医療施設向けに電動昇降の画像診断用ワークステーション「Interpret

（インタープリート）」、研究施設向けに「Volante(ボランチ)を開発、発売。今後も立ち姿勢がワーカーに与

える影響に関する研究を進め、ウエルビーイングなワークプレイスつくりに貢献していきます。

４．安全で使いやすい天井走行式の介助リフト「Ergolift Lunaエルゴリフト ルナ」を発売します。看護の現場で

は人力で抱え上げる移乗介助による腰痛等の身体的負担が問題になっています。「Ergolift Lunaエルゴリフト

ルナ」は電動でリフトし天井に設置したレールにより少ない力で移乗介助することができるため、転倒や転落

も予防でき、看護職員、患者双方が安心・安全に日々過ごしていただくことをサポートします。

当事業における研究開発費の金額は、668百万円であります。

　

商環境事業

急激に変化する流通小売業の市場環境を見据えた店舗設備機器の研究・開発、また喫緊の課題でもある省エネル

ギーや環境対策、省人・省力化の実現をサポートするためのご提案、設備機器の導入実現のご支援を行なっておりま

す。

１．労働人口の減少とワークライフバランスによる働き方改善要求に対応する省人化・省力化機器の開発。

２．ネットと実店舗とが融合した買い物環境を図るオムニチャンネルに向けたトータルシステムの研究。

３．台頭するネット販売との差別化を求める実店舗づくりの為の商品専用陳列什器の開発と陳列提案の研究。

４．店舗のエネルギーコストを抑制する冷凍冷蔵ショーケースとトータルエネルギーシステム機器の研究・開発。

当事業における研究開発費の金額は、302百万円であります。

　

その他（物流機器事業他）

 物流倉庫や生産工場における「人手不足や物量増大に対応した自動化・省人化・省スペース化」を追及したマテリ

アルハンドリングシステム（ハード及びソフトウェア）の研究開発、また、自社製品の強みを最大限に活かしたソ

リューション技術を構築し、業種別にユーザーへの提供を展開しております。

１．AI・IoT・ロボット技術を応用したマテハン機器の開発。

２．高速高密度保管自動倉庫の開発。

３．搬送・仕分け機器の性能向上と品揃え強化。

４．物流作業台や設備防護柵の品揃え拡大。

当事業における研究開発費の金額は、192百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度におきましては、総額4,467百万円の設備投資を実施いたしました。

セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。

 

オフィス環境事業

主に、オフィス用家具等の新製品に対応するための金型及びその他の生産設備の維持更新に関わる機械装置の

投資を実施いたしました。設備投資金額は3,105百万円であります。

重要な設備の除却・売却等について、特記すべき事項はありません。

商環境事業

主に、店舗用什器・冷凍冷蔵ショーケースの生産設備の維持更新・省力化に関わる機械装置の投資等を実施い

たしました。設備投資金額は1,098百万円であります。

重要な設備の除却・売却等について、特記すべき事項はありません。

その他（物流機器事業他）

主に、流体変速機の生産設備に関わる機械装置の投資を実施いたしました。設備投資金額は262百万円でありま

す。

重要な設備の除却・売却等について、特記すべき事項はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成30年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備
の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

追浜事業所
(神奈川県横須賀市)

オフィス環境
事業
その他

工場 1,955 1,621
389

(56,351)
633 4,600 336

富士事業所
(静岡県御殿場市)

オフィス環境
事業
商環境事業
その他

工場 579 1,030
169

(77,584)
〔8,179〕

61 1,841 259

御殿場事業所
(静岡県御殿場市)

商環境事業 工場 2,907 1,474
637

(77,272)
〔9,372〕

91 5,110 178

つくば事業所
(茨城県つくば市)

オフィス環境
事業

工場 1,202 1,317
3,119

(99,456)
110 5,749 153

高畠事業所
(山形県東置賜郡高畠町)

オフィス環境
事業

工場 296 594
231

(114,479)
81 1,204 96

中井事業所
(神奈川県足柄上郡中井町)

商環境事業 工場 1,201 1,053
6,916

(46,419)
〔2,811〕

57 9,229 38

横浜物流センター
(神奈川県横浜市鶴見区)

オフィス環境
事業
その他

倉庫 1,357 10
7,269

(44,099)
12 8,649 ―

鶴見事業所及び
鶴見物流センター
(神奈川県横浜市鶴見区)

オフィス環境
事業
その他

工場
及び
倉庫

969 1
―

〔11,411〕
0 970 ―

 

(注) １  帳簿価額のうち「その他」の主なものは工具、器具及び備品であります。

２  上記中〔外書〕は、連結会社以外からの賃借設備であります。

３  現在休止中の主要な設備はありません。
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(2) 国内子会社

平成30年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備
の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱関西
岡村製作所

本社工場
(大阪府
東大阪市)

オフィス環境
事業
商環境事業

工場 514 1,295
63

(23,852)
173 2,046 207

配送センター
(大阪府
摂津市)

オフィス環境
事業
商環境事業

倉庫 14 0
2,000

(5,878)
0 2,014 ―

㈱エヌエス
オカムラ

本社工場
(岩手県
釜石市)

オフィス環境
事業
その他

工場 238 1,074
―

〔22,048〕
20 1,333 110

㈱岡村興産

配送センター
(北海道札幌
市白石区)

オフィス環境
事業
商環境事業
その他

倉庫 54 ―
53

(4,459)
0 108 ―

中井事業所
(神奈川県
足柄上郡
中井町)

商環境事業 土地 ― ―
212

(4,659)
― 212 ―

㈱山陽オカ
ムラ

本社工場
(岡山県
高梁市)

オフィス環境
事業
商環境事業

工場 223 408
631

(36,098)
37 1,301 111

㈱富士精工
本社

本社工場
(石川県
能見市)

オフィス環境
事業

工場 774 306
392

(43,505)
63 1,537 172

 

(注) １  帳簿価額のうち「その他」の主なものは工具、器具及び備品であります。

２  上記中〔外書〕は、連結会社以外からの賃借設備であります。

３ 中井事業所の土地は、提出会社の工場敷地の一部であります。

４　平成30年４月１日付で、㈱関西岡村製作所は㈱関西オカムラへ、㈱岡村興産は㈱オカムラ興産へ商号変更し

ております。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

特記事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成30年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 112,391,530 112,391,530
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であり
ます。

計 112,391,530 112,391,530 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成13年３月８日 △12,400,000 112,391,530 ― 18,670 ― 16,759

 

(注) 自己株式の消却による減少であります。
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(5) 【所有者別状況】

平成30年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)

政府
及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 46 19 327 160 3 4,104 4,659 ―

所有株式数
(単元)

― 397,065 3,439 317,792 171,657 34 233,100 1,123,087 82,830

所有株式数
の割合(％)

― 35.35 0.31 28.30 15.28 0.00 20.76 100.00 ―

 

(注) 自己株式は「個人その他」に20,660単元、「単元未満株式の状況」に10株含まれております。なお、期末日現在

の実質的な所有株式数は、2,066,010株であります。

 

(6) 【大株主の状況】

平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会
社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 11,151 10.11

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 6,300 5.71

オカムラグループ従業員持株会 横浜市西区北幸二丁目７番18号 6,032 5.47

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 5,437 4.93

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 5,313 4.82

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,220 4.73

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,805 4.36

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台三丁目９番地 4,236 3.84

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい三丁目１番１号 4,076 3.69

オカムラ協力会持株会 横浜市西区北幸一丁目４番１号 3,641 3.30

計 ― 56,216 50.95
 

　(注)株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で「株式会社三菱ＵＦＪ銀行」へ商号変更しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 ― ―

2,066,000

(相互保有株式)
普通株式 ― ―

419,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,098,229 ―
109,822,900

単元未満株式 普通株式 ― ―
82,830

発行済株式総数 112,391,530 ― ―

総株主の議決権 ― 1,098,229 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社清和ビジネスの相互保有株式11株(持株会名義分を含む)、株式会

社朝日相扶製作所の相互保有株式21株(持株会名義分を含む)、株式会社ユーテックの相互保有株式6株(持株会名

義分を含む)及び当社所有の自己株式10株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

株式会社岡村製作所
横浜市西区北幸二丁目７番
18号

2,066,000 ― 2,066,000 1.8

(相互保有株式)      

株式会社清和ビジネス
東京都中央区日本橋室町
四丁目３番18号

158,300 138,900 297,200 0.3

株式会社朝日相扶製作所
山形県西村山郡朝日町
大字宮宿600番地15

2,000 84,100 86,100 0.1

株式会社ユーテック
東京都千代田区五番町
14番地１

― 36,500 36,500 0.0

合計  2,226,300 259,500 2,485,800 2.2
 

(注) １ 当社は、平成30年４月１日付で株式会社岡村製作所から株式会社オカムラへ商号変更しております。

２ 株式会社清和ビジネスは、当社の取引会社で構成される持株会(オカムラディーラー共栄会 神奈川県横浜市

西区北幸一丁目４番１号)に加入しており、同持株会名義で当社株式138,901株を保有しております。

３ 株式会社朝日相扶製作所は、当社の取引会社で構成される持株会(オカムラ協力会持株会 神奈川県横浜市西

区北幸一丁目４番１号)に加入しており、同持株会名義で当社株式84,121株を所有しております。

４ 株式会社ユーテックは、当社の取引会社で構成される持株会(オカムラ協力会持株会 神奈川県横浜市西区北

幸一丁目４番１号)に加入しており、同持株会名義で当社株式36,506株を所有しております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 855 1

当期間における取得自己株式 246 0
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成30年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―

保有自己株式数 2,066,010 ― 2,066,256 ―
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成30年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営の重要政策のひとつとして位置付けております。

　利益配当政策につきましては、業績に応じた適正な利益配分を目指すとともに、財務状況、将来の事業展開及び内

部留保などを総合的に勘案し、安定配当の維持にも努めてまいりたいと考えております。

　このような方針のもと、当期の期末配当金につきましては、１株につき14.00円といたしております。これにより、

中間配当金（１株につき12.00円）を加えた年間配当額は、１株につき26.00円となります。

内部留保金につきましては、継続的な成長、発展のための設備投資、製品開発等に充当していく計画であります。

今後も長期的な利益体質の向上により、株主の皆様のご支援に報いられるよう努力してまいる所存であります。

また、当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、中

間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

なお、当社は中間配当を行うことが出来る旨を定款で定めております。

 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成29年10月18日 取締役会 1,323 12.00

平成30年６月28日 定時株主総会 1,544 14.00
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高(円) 919 967 1,271 1,149 1,666

最低(円) 560 721 912 914 895
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)の取引相場によっております。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成29年
10月

11月 12月
平成30年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,278 1,535 1,659 1,666 1,582 1,543

最低(円) 1,224 1,276 1,357 1,518 1,303 1,358
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)の取引相場によっております。
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５ 【役員の状況】

男性 22 名　女性 ― 名　（役員のうち女性の比率 ―％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

社長
 中 村 雅 行 昭和26年３月19日生

昭和48年４月 当社入社

平成８年６月 当社取締役

平成13年６月 当社常務取締役

平成19年６月 当社専務取締役

平成24年６月 当社代表取締役社長(現)

平成24年６月 ㈱関西オカムラ代表取締役社長(現)

(注3) 80

専務取締役 管理本部長 佐 藤   潔 昭和25年８月10日生

昭和48年４月 ㈱三菱銀行(現㈱三菱UFJ銀行)入行

平成13年２月 ㈱東京三菱銀行(現㈱三菱UFJ銀行)丸の

内支社長

平成14年５月 当社入社

平成14年６月 当社取締役

平成14年６月 当社経理本部経理部長

平成16年４月 当社管理本部経理部長

平成19年６月 当社常務取締役

平成19年６月 当社管理本部長(現)

平成19年６月 ㈱オカムラ興産代表取締役社長(現)

平成23年６月 ㈱オカムラビジネスサポート代表取締

役社長(現)

平成24年６月 当社専務取締役(現)

(注3) 47

専務取締役
オフィス

営業本部長
菊 池 繁 治 昭和30年３月21日生

昭和52年４月 当社入社

平成17年６月 当社営業本部首都圏西支社長

平成20年４月 当社オフィス営業本部首都圏東支社長

平成21年６月 当社取締役

平成24年６月 当社常務取締役

平成27年１月 ㈱Ｔd Japan代表取締役社長

平成27年４月 当社オフィス営業本部首都圏営業本部

長

平成28年６月 当社専務取締役(現)

平成28年６月 当社オフィス営業本部長(現)

(注3) 20

専務取締役 企画本部長 土 志 田 貞 一 昭和26年５月８日生

昭和50年４月 当社入社

平成３年３月 当社生産本部第四事業部長

平成６年10月 当社管理本部情報システム部長

平成13年６月 当社企画本部経営企画部長

平成18年６月 当社取締役

平成18年６月 当社企画本部長(現)

平成25年６月 当社常務取締役

平成30年６月 当社専務取締役(現)

(注3) 33

常務取締役
ヘルスケア

事業本部長
岩 田 寿 一 昭和29年12月28日生

昭和52年４月 当社入社

平成13年２月 当社営業本部ディーラー推進部長

平成17年６月 当社営業本部首都圏東支社長

平成20年４月 当社オフィス営業本部首都圏西支社長

平成22年６月 当社取締役

平成24年６月 当社常務取締役(現)

平成27年４月 当社ヘルスケア事業本部長(現)

(注3) 22
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常務取締役
商環境

事業本部長
山 本 文 雄 昭和26年２月21日生

昭和52年10月 当社入社

平成10年３月 当社商環境事業本部商環境総合研究所

長

平成12年７月 当社商環境事業本部マーケティング部

長

平成20年６月 当社取締役

平成20年７月 当社商環境事業本部マーケティング本

部長

平成26年６月 当社商環境事業本部長(現)

平成28年６月 当社常務取締役(現)

(注3) 26

常務取締役 生産本部長 山 木 健 一 昭和32年２月20日生

昭和55年４月 当社入社

平成10年３月 当社生産本部第二事業部富士事業所製　

造管理部長

平成12年５月 当社生産本部第二事業部富士事業所ス　

トア機器製造部長

平成13年６月 当社企画本部情報システム部長

平成17年２月 当社生産本部第一事業部つくば事業所　

長

平成18年１月 当社生産本部第一事業部追浜事業所長

平成24年６月 当社取締役

平成24年６月 当社生産本部長(現)

平成30年６月 当社常務取締役(現)

(注3) 20

取締役  田 中 格 知 昭和35年２月８日生

昭和57年４月 三菱商事㈱入社

平成18年４月 同社鉄鋼原料本部ＭＤＰユニットマネー

ジャー

平成21年７月 同社非鉄金属本部付(兼)非鉄事業開発ユ

ニットマネージャー

平成22年４月 同社非鉄金属本部ベースメタル事業ユ

ニットマネージャー

平成25年４月 同社金属資源第二本部長

平成26年４月 同社執行役員金属資源本部副本部長

平成27年４月 同社執行役員金属資源本部長

平成29年４月 同社執行役員金属資源本部長兼ＭＤＰ事

業部長

平成30年４月 同社常務執行役員金属グループＣＥＯ

(現）

平成30年６月 当社取締役(現)

(注3) ―

取締役  浅 野 広 視 昭和25年12月13日生

昭和48年４月 住友海上火災保険㈱(現三井住友海上火

災保険㈱)入社

平成13年６月 同社取締役執行役員統合推進室長

平成13年10月 三井住友海上火災保険㈱取締役執行役

員経営企画部長

平成16年４月 同社常務取締役常務執行役員

平成17年４月 同社取締役常務執行役員

平成18年４月 同社取締役専務執行役員

平成18年10月 同社取締役専務執行役員商品本部長

平成20年４月 同社取締役専務執行役員兼三井住友海上

グループホールディングス㈱取締役

平成21年４月 同社取締役副社長執行役員兼三井住友海

上グループホールディングス㈱取締役

平成22年４月 同社副社長執行役員東京企業第二本部長

兼東京企業第二本部損害サポート・イノ

ベーション本部長

平成23年４月 同社特別顧問

平成23年６月 社団法人日本損害保険協会専務理事

平成26年７月 MS&ADビジネスサポート㈱代表取締役社

長

平成28年６月 当社取締役(現)

(注3) 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役  伊 藤 裕 慶 昭和26年3月12日生

昭和48年４月 三菱地所㈱入社

平成11年４月 同社丸の内開発事業部ソフト事業推進室

長

平成14年４月 同社企画本部広報部長

平成15年４月 同社執行役員企画管理本部広報部長

平成17年４月 同社執行役員ビル事業本部ビル開発企画

部長

平成17年６月 同社常務執行役員ビル事業本部副本部長

兼ビル開発企画部長

平成19年６月 同社取締役常務執行役員

平成21年４月 同社取締役専務執行役員

平成21年６月 同社代表取締役専務執行役員

平成25年４月 三菱地所リアルエステートサービス㈱

代表取締役社長

平成29年６月 当社取締役(現)

(注3) 0

取締役
デザイン

本部長
小 熊 誠 次 昭和26年３月３日生

昭和49年４月 当社入社

平成５年３月 当社マーケティング本部オフィス製品

部長

平成８年４月 当社オフィス環境事業本部オフィス製

品部長

平成11年１月 当社開発本部オフィス製品部長

平成12年12月 当社デザイン本部長(現)

平成20年６月 当社取締役(現)

(注3) 62

取締役
海外

営業本部長
金 子  肇 昭和31年10月29日生

昭和55年４月 ㈱三菱銀行(現㈱三菱UFJ銀行)入行

平成12年７月 ㈱東京三菱銀行(現㈱三菱UFJ銀行)市ヶ

谷支店長

平成18年６月 ㈱三菱東京UFJ銀行(現㈱三菱UFJ銀行)新

宿中央支社長

平成20年２月 同行福岡支社長

平成21年11月 当社入社

平成22年４月 当社海外営業本部海外戦略室長

平成23年10月 当社海外営業本部営業部長

平成24年６月 当社取締役(現)

平成24年６月 当社海外営業本部長(現)

(注3) 18

取締役

商環境事業

本部

東日本営業

本部長

井 上  健 昭和31年11月18日生

昭和54年４月 当社入社

平成８年４月 当社商環境事業本部東京東営業部千葉　

西支店長

平成11年９月 当社商環境事業本部営業本部東京西営　

業部西支店長

平成18年６月 当社商環境事業本部第一営業本部東京　

西営業部長

平成20年７月 当社商環境事業本部営業本部東京東営　

業部長

平成21年３月 当社商環境事業本部営業本部東京東営　

業部長兼東京西営業部長

平成22年３月 当社商環境事業本部営業本部首都圏営　

業部長

平成26年６月 当社取締役(現)

平成26年６月 当社商環境事業本部営業本部長

平成28年６月 当社商環境事業本部東日本営業本部長

　(現)

(注3) 6
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役

物流システ

ム

事業本部長

田 尻  誠 昭和35年３月３日生

昭和57年４月 当社入社

平成９年７月 当社営業本部首都圏営業部東京東支社　

大宮支店長

平成12年２月 当社営業本部東京西支社赤坂支店長

平成17年６月 当社営業本部首都圏西支社新宿支店長

平成21年１月 当社オフィス営業本部西日本支社福岡　

支店長

平成24年１月 当社物流システム事業本部物流システ　

ム営業部長

平成27年６月 当社取締役(現)

平成27年６月 当社物流システム事業本部長(現)

(注3) 7

取締役
テレコム

営業本部長
牧 野  博 昭和33年６月23日生

昭和56年４月 日本電信電話公社(現日本電信電話㈱)入

社

平成11年４月 日本電信電話㈱長距離国際会社移行本　

部ビジネスユーザ事業部NI営業推進部　

担当部長

平成11年７月 ＮＴＴコミュニケーションズ㈱ビジネ　

スユーザ事業部NI営業推進部担当部長

平成13年７月 同社ビジネスユーザ事業部首都圏支店第

一営業部長

平成17年４月 同社第一法人営業本部金融営業部担当部

長

平成18年７月 同社第一法人営業本部金融営業部長

平成22年４月 同社第一法人営業本部金融イノベーショ

ンシステム部長

平成23年６月 ㈱ＮＴＴソルコ営業本部取締役金融ソ　

リューション第一営業部長

平成27年６月 当社入社

平成27年６月 当社テレコム営業本部長(現)

平成28年６月 当社取締役(現)

(注3) 4

取締役

商環境事業

本部

西日本営業

本部長

酒 徳 真 司 昭和34年７月16日生

昭和57年４月 当社入社

平成９年３月 当社商環境事業本部大阪東営業部大阪　

東支店長

平成11年７月 当社商環境事業本部営業本部近畿営業　

部大阪西支店長

平成20年２月 当社商環境事業本部第二営業本部西日　

本営業部長

平成26年６月 当社商環境事業本部営業本部西日本営　

業部長

平成28年６月 当社取締役(現)

平成28年６月 当社商環境事業本部西日本営業本部長　

(現)

(注3) 6

取締役

オフィス

営業本部

首都圏営業

本部長

河 野 直 木 昭和41年３月22日生

平成元年４月 当社入社

平成12年２月 当社営業本部東京東支社金融法人部第　

二支店長

平成17年６月 当社営業本部東京西支社赤坂支店長

平成20年４月 当社オフィス営業本部首都圏東支社京　

橋支店長

平成27年４月 当社オフィス営業本部首都圏営業本部　

京橋支店長

平成28年６月 当社取締役(現)

平成28年６月 当社オフィス営業本部首都圏営業本部　

長(現)

(注3) 3

取締役
マーケティ

ング本部長
荒 川 和 巳 昭和40年２月14日生

昭和62年４月 当社入社

平成16年４月 当社追浜事業所製造管理部長

平成18年１月 当社つくば事業所長

平成20年２月 当社生産本部企画部長

平成26年５月 当社マーケティング本部オフィス製品部

長

平成30年６月 当社取締役(現)

平成30年６月 当社マーケティング本部長(現)

(注3) 20
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

監査役

(常勤)
 守 分  宣 昭和24年１月２日生

昭和47年４月 日本銀行入行

平成12年５月 同行情報サービス局長

平成14年７月 当社入社 顧問

平成15年６月 当社取締役

平成15年６月 当社セキュリティ営業本部長

平成20年４月 当社金融法人営業本部長

平成22年６月 当社常勤監査役(現)

(注4) 63

監査役

(常勤)
 荒 谷 克 典 昭和25年１月１日生

昭和48年４月 日本電信電話公社(現日本電信電話㈱)入

社

昭和61年７月 日本電信電話㈱四国支社企画総務部長

平成14年５月 ㈱ＮＴＴマーケティングアクト中国代　

表取締役社長

平成18年６月 ＮＴＴ出版㈱取締役法人営業部長(兼)　

総務部長

平成19年６月 ＮＴＴ九州電話帳㈱代表取締役社長

平成23年６月 当社入社

平成23年６月 当社テレコム営業本部長

平成24年６月 当社取締役

平成27年６月 当社常勤監査役(現)

(注5) 14

監査役  鈴 木 祐 一 昭和21年９月21日生

昭和51年４月 東京地方検察庁検事

昭和58年４月 弁護士登録(現)

平成16年６月 当社監査役(現)

(注6) 20

監査役  岩 本  繁 昭和16年３月31日生

昭和46年10月 監査法人朝日会計社(現有限責任あずさ

監査法人)入社

昭和51年３月 公認会計士登録(現)

平成４年７月 監査法人朝日新和会計社(現有限責任あ

ずさ監査法人)代表社員

平成11年５月 朝日監査法人(現有限責任あずさ監査法

人)理事長

平成16年５月 あずさ監査法人(現有限責任あずさ監査

法人)会長

平成17年６月 あずさ監査法人退社

平成23年６月 学校法人東京経済大学理事長

平成23年６月 当社補欠監査役

平成27年６月 当社監査役(現)

(注7) 9

計 490
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(注) １ 取締役 田中格知、浅野広視及び伊藤裕慶の各氏は社外取締役であります。なお、取締役 浅野広視及び伊藤

裕慶の両氏につきましては、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

２ 監査役 鈴木祐一及び岩本繁の両氏は社外監査役であります。なお、監査役 鈴木祐一及び岩本繁の両氏につ

きましては、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

３ 取締役の任期は、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４ 監査役 守分宣氏の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

５ 監査役 荒谷克典氏の任期は、平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成33年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。

６ 監査役 鈴木祐一氏の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。

７ 監査役 岩本繁氏の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

８ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役２名を選任しております。

    補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

　

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

林   睦 雄 昭和15年１月８日生

昭和37年４月 住友海上火災保険㈱(現三井住友海上火災

保険㈱）入社

(注) ―

平成元年６月 同社取締役

平成９年６月 同社取締役副社長

平成15年６月 三井住友海上火災保険㈱常任特別顧問

平成15年６月 当社取締役

平成23年６月 当社補欠監査役(現)

大 木 章 八 昭和10年３月７日生

昭和42年４月 弁護士登録(現)

(注) 63昭和54年２月 当社監査役

平成27年６月 当社補欠監査役(現)
 

(注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

イ 企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

当社は、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の最重要課題の一つととらえ、積極的に取り組んでおります。

当社は昭和20年、創業者を中心に設立の主旨に賛同した人たちが、資金、技術、労働力を提供し合って「協同の

工業・岡村製作所」としてスタートを切りました。その創業の精神は、「創造、協力、節約、貯蓄、奉仕」の５つ

の言葉からなる社是と、これを受けた「基本方針」により企業文化として定着し、現在のオカムラグループの経営

と事業活動に受け継がれ、「よい品は結局おトクです」をモットーに、お客様のニーズを的確にとらえたクオリ

ティの高い製品とサービスを社会に提供することに努めております。また当社は、「効率経営の推進」、「事業競

争力の強化」及び「グローバルマーケットの深耕」の取組みを進めることにより、中長期の成長を目指した企業価

値の向上に努めております。

この基本方針を踏まえ、取締役会を定期的に開催し迅速な意思決定と効率的な業務執行を行うこととしておりま

す。また社外取締役を置くことにより、経営の透明性と健全性を確保しております。業務分掌規程及び職務権限規

程により、各職位の職務及び権限を定め職務執行が適正かつ効率的に行われる体制としております。

法令及び定款を遵守した行動をとるための指針を「行動規範」として定めております。またチーフ・コンプライ

アンス・オフィサーを委員長とした「コンプライアンス委員会」を設置し、全社横断的なコンプライアンスの徹底

に努めることとしております。

　

ロ 企業統治に関する事項―内部統制システムの整備の状況、リスク管理体制の整備状況

(a) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況（提出日現在）

(会社の機関の基本説明)

当社は、監査役会制度採用会社であります。

取締役会については、取締役18名で構成され、内３名が社外取締役であります。

監査役会については、監査役４名で構成され、内２名が社外監査役であります。
　

業務執行・監査・内部統制の仕組みに関しては次のとおりであります。
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(b) 機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムといたしましては、月例開催の取締役会により、業務執行上の必須案件の決定や経

営上の重要事項について審議を行うとともに、企業活動における法令遵守、公正性、倫理性を確保するための

活動を行うコンプライアンス委員会の設置、社内及び社外担当を相談窓口とする「ヘルプライン」の設置をし

ております。

当社の「行動規範」を当社及び当社グループ共有のものとして定め、これを周知させ、また、当社及び当社

グループの取締役及び使用人等に対し、法令遵守等に関する研修を行い、グループ企業一体となった遵法意識

の醸成を図っております。また、当社及び当社グループの連結ベースでの中期経営計画を策定し、グループ全

体での効率的な業務執行を図っております。関係会社においては、当社との協議が必要な事項と報告が必要な

事項を関係会社管理規程として定めるとともに、当社及び当社グループの業務執行状況及びリスク管理状況等

に対する内部監査を行い、その結果を当社代表取締役等に報告することで、当社及び当社グループにおける業

務の適正を確保しております。また、当社のチーフ・コンプライアンス・オフィサーを委員長とした「グルー

プ・コンプライアンス委員会」を設け、グループ横断的なコンプライアンスの徹底に努めております。

当社又は当社グループの取締役及び使用人等は、当社又は当社グループ全体に影響を及ぼす重要事項に関す

る決定内容、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実又は重大な法令・定款違反の事実について、当社監

査役又は当該子会社における担当部署もしくは監査役に遅滞なく報告しています。当社又は当社グループの取

締役又は使用人等からかかる事項の報告を受けた者は、当該報告の内容を当社監査役に遅滞なく報告します。

また、日常業務の適正性及び効率性を監査する監査部を設置しております。

当社監査部は、当社の内部監査を実施するとともに、必要に応じ当社子会社の内部監査を実施しており、そ

の結果を当社代表取締役、当社担当取締役および当社監査役（子会社の監査については、子会社の代表取締役

および子会社の担当取締役を含む。）に報告しています。

また、コンプライアンスに関する問題を適切に処理するため、グループ通報受付窓口を設置し、通報者に不

利益が生じないようコンプライアンス・ヘルプライン制度規則に従い適切な措置を講じています。

個人情報保護対策においては、個人情報管理委員会を設置し個人情報管理規則を定め、個人情報保護のため

の全社的な取組みを行っております。さらに全社員が、個人情報ならびに秘密情報の適切な取扱いに関する理

解と意識を高めるために、ｅラーニングを活用した「個人情報保護に係る教育」を受講しております。

当社は弁護士５名と顧問契約を締結し、必要に応じてアドバイスを受けており、会社法監査と金融商品取引

法監査については、監査法人である有限責任あずさ監査法人と監査契約を締結しております。

(c) リスク管理体制の整備の状況

当社は、企業活動に係わる様々なリスクを想定し、その対策を実施しています。

・経営戦略に関するリスクについては経営会議等で検討し、取締役会で審議を行っています。

・法令遵守のための体制については、コンプライアンス委員会を中心に活動し、「行動規範」を定め、研修等

を通じてその周知徹底を図っています。

・財務、法務、災害、環境、品質、情報セキュリティ等の業務運営上に係る主要な各種リスクについては、す

みやかに対応責任者となる取締役を定め、その指揮のもと、規則・ガイドライン又はマニュアルの制定等を

行っています。

ハ 責任限定契約

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条第１項の損

害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、社外取締役は金10百万円と会社法第

425条第１項各号の額の合計額とのいずれか高い額、社外監査役は金10百万円と会社法第425条第１項各号の額の合

計額とのいずれか高い額を限度とする契約を締結しております。

ニ 当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)について

当社は、平成30年５月９日開催の取締役会の決議及び平成30年６月28日開催の定時株主総会の決議に基づき、当

社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)(以下「本プラン」といいます。)を更新いたしました。本プラ

ンは、当社株券等の20％以上を買収しようとする者が現れた際に、事前の情報提供等の買収者が従うべき手続を定

め、買収者等がこれに従わない場合や当社の株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損す

るおそれがある場合等には、買収者等は行使できない旨の行使条件等の付された新株予約権の無償割当て等を実施

するという内容の買収防衛策(平時の買収防衛策)です。(本プランの詳細については、「第２ ［事業の状況］１

「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」(当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策))」をご参照

下さい。)

当社は、本プランの発動等の運用に関し、当社取締役会の恣意性を排除し、透明性を確保するため、以下のよう

な体制を整備しています。

(a) 独立委員会の設置

本プランにおいて、買収提案の検討、買収者との協議・交渉、その結果を踏まえた本プランの発動の必要性

の有無の判断等については、当社経営陣から独立している社外取締役及び社外監査役から構成される独立委員

会の判断を経ることとされています。
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(b) 社外取締役の選任

当社は、従来より当社経営陣から独立した社外取締役３名を選任しております。このうち２名の社外取締役

は、上記の独立委員会の構成員となります。

(c) 取締役の任期が１年であること

当社は、当社の業務執行に対する株主の皆様による監督をより強化するため、従来より取締役の任期を１年

としております。

　

② 内部監査及び監査役監査

当社は、社内の内部監査部門として監査部を設け、監査部内には内部統制推進室を設置しております。監査部

は12名で構成されており、社内の各部門及び当社グループの各会社の内部監査及び内部統制の評価を行い、各部

門及び当社グループ全体の状況を代表取締役社長に定期的に報告しております。同時に監査役に対しても報告を

行い、監査役の職務の補助も行っております。監査役は、当社取締役会その他の重要会議に出席して取締役の業

務執行状況を監視しており、随時、取締役、監査部等から受ける報告を通じて業務執行状況を監査しておりま

す。また、監査役は、会計監査人より会計監査及び内部統制監査の手続きならびに監査結果の概要について報告

を受け、意見交換を行っております。

なお、監査部、監査役は会計監査人と定期的に情報交換を行い連携強化に努めております。

また、内部統制推進室は、内部監査担当と定期的に情報交換・意見交換をし、監査役及び会計監査人とも情報

を共有することにより、相互連携を図っております。

　

③ 社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は３名であります。また、社外監査役は２名であります。

イ 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

・社外取締役の田中格知氏は、当社製品の販売等について当社との間に通常の取引関係を有している三菱商事株

式会社の常務執行役員でありますが、当該取引の金額の規模等に照らして、独立性に影響を及ぼすおそれはな

いと判断していることから、概要の記載を省略しております。

・社外取締役の浅野広視氏は、当社製品の販売及び保険の加入について当社との間に通常の取引関係を有してい

る三井住友海上火災保険株式会社の元副社長執行役員でありますが、当該取引の金額の規模、現在の同氏と三

井住友海上火災保険株式会社との関係等に照らして、独立性に影響を及ぼすおそれはないと判断していること

から、概要の記載を省略しております。

・社外取締役の伊藤裕慶氏は、当社製品の販売及び不動産の賃貸借等について当社との間に通常の取引関係を有

している三菱地所株式会社の元代表取締役専務執行役員及び三菱地所リアルエステートサービス株式会社の元

代表取締役社長でありますが、当該取引の金額の規模等に照らして、独立性に影響を及ぼすおそれはないと判

断していることから、概要の記載を省略しております。

・社外監査役の鈴木祐一氏及び岩本繁氏については、記載すべき利害関係はありません。

ロ 社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割等

当社は、社外取締役３名を選任しており、取締役会において客観的中立的な監督が行われる体制を整えるととも

に、監査役、監査部（内部統制推進室を含む）及び会計監査人が相互に連携をとることにより、実効性のある監査

に努めております。

また、社外監査役を２名選出しており、取締役会その他の重要な会議への出席、重要な決議書類等の閲覧などを

通じて取締役の業務執行を監査しており、さらに日常業務の適正性及び効率性を監査する監査部（内部統制推進室

を含む）や会計監査人と相互に連携することにより、監査役の機能強化に努めております。

ハ 社外取締役及び社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための提出会社からの独立性判断基準を以下のとおり定め、各社

外役員（その候補者も含む。以下同様）が次の要件のいずれにも含まれないと判断される場合に、当該各社外役員

が独立であるものとみなします。

　

(a) 当社及びその連結子会社（以下「当社グループ」と総称する）の業務執行取締役及び使用人（以下「業務執

行者」という）。また、最近３年間における業務執行者。

(b) 当社の現在の大株主（注１）又はその業務執行者。また、最近３年間においてこれらに該当する者。

(c) ①当社の主要な取引先（注２）（販売先）又はその業務執行者。また、最近３年間においてこれらに該当

　　　する者。

 　 ②当社の主要な取引先（注２）（仕入先）又はその業務執行者。また、最近３年間においてこれらに該当

　　　する者。
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 　 ③当社の主要な借入先（注３）又はその業務執行者。また、最近３年間においてこれらに該当する者。

(d) 当社から過去３年平均にて役員報酬以外に年間1,000百万円を超える金銭その他の財産を得ているコンサルタ

ント、会計専門家、又は法律専門家。

(e) 当社から過去３年平均で年間1,000万円を超える寄付を受けている者又はその業務執行者。

(f) 近親者（配偶者及び二親等内の親族をいう）が上記(a)から(e)までのいずれかに該当する者（但し、業務執

行者については、重要な（注４）者に限る）。

(g) その他、上記にて考慮されている事由以外の事由で、当社の一般株主との間で恒常的に実質的な利益相反が

生じるおそれがある者。

注１：「大株主」とは、当社株式に係る議決権を10％以上保有する株主をいう

注２：「主要な取引先」とは、当社の製品等の販売先又は仕入先であって、過去３事業年度における年間平

均取引金額が当社の連結売上高又は相手方の連結売上高の２％を超えるものをいう

注３：「主要な借入先」とは、当社の借入金残高が直近事業年度末において、当社の連結総資産又は当該金

融機関の連結総資産の２％を超える金融機関をいう

注４：「重要」とは役員・本部長・部長クラスの者をいう

 

ニ 社外取締役及び社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

当社は、社外取締役及び社外監査役が企業経営者である場合には、経営者としての豊富な経験と幅広い見識をも

とに、当社の経営全般にわたる的確な助言をいただけることから、また、弁護士・公認会計士・学識経験者である

場合には、専門家としての経験・識見が豊富であり、当社の論理に捉われず、法令や倫理を含む企業社会全体を踏

まえた客観的視点で、独立性をもって経営の監視を遂行する能力を有していることから、当社のコーポレート・ガ

バナンス強化に寄与するものと考えております。

　

④ 役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く。）

365 365 ― ― ― 16

監査役
（社外監査役を除く。）

35 35 ― ― ― 2

社外役員 38 38 ― ― ― 6

 

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ 役員の報酬等の額の決定に関する方針

株主総会にて決定する報酬総額の限度内で、経営内容、経済情勢等を考慮して、取締役の報酬は取締役会の決議

により決定し、監査役の報酬は監査役会の協議により決定しております。
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⑤ 株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 150 銘柄

貸借対照表計上額の合計額 41,802 百万円
 

　

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

三菱商事㈱ 1,330,500 3,200
主として取引関係等の円滑化のため、保
有しております。

小野薬品工業㈱ 996,000 2,295 同上

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 3,243,120 2,269 同上

㈱コンコルディア・フィナンシャル
グループ

3,423,279 1,764 同上

日本電設工業㈱ 840,000 1,685 同上

住友不動産㈱ 509,000 1,468 同上

第一三共㈱ 585,295 1,467 同上

MS&ADインシュアランス グループ
ホールディングス㈱

283,263 1,002 同上

月島機械㈱ 758,000 890 同上

富士ソフト㈱ 309,700 878 同上

久光製薬㈱ 124,796 793 同上

三菱鉛筆㈱ 119,900 669 同上

㈱マツモトキヨシホールディングス 110,000 580 同上

㈱自重堂 399,000 565 同上

㈱ツムラ 162,000 565 同上

新日鐵住金㈱ 200,000 513 同上

日本ペイントホールディングス㈱ 130,200 504 同上

日本パーカライジング㈱ 306,000 421 同上

凸版印刷㈱ 367,000 416 同上

戸田建設㈱ 604,912 405 同上

㈱ツルハホールディングス 36,000 370 同上

㈱ヤクルト本社 56,500 349 同上

㈱バローホールディングス 131,680 345 同上

生化学工業㈱ 147,300 273 同上

東京応化工業㈱ 70,000 258 同上

㈱サカタのタネ 62,700 218 同上

㈱コスモス薬品 10,000 217 同上

㈱イズミ 40,000 199 同上
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みなし保有株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

アステラス製薬㈱ 1,390,000 2,037
議決権行使の指図権限を有しておりま
す。

アイカ工業㈱ 596,000 1,747 同上

㈱ニコン 474,000 765 同上

東海旅客鉄道㈱ 34,000 616 同上

第一三共㈱ 188,917 473 同上

富士フイルムホールディングス㈱ 107,000 465 同上

イビデン㈱ 250,000 433 同上

㈱メディパルホールディングス 195,500 341 同上
 

(注) 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。
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(当事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

三菱商事㈱ 1,330,500 3,807
主として取引関係等の円滑化のため、保
有しております。

小野薬品工業㈱ 996,000 3,280 同上

第一三共㈱ 774,212 2,729 同上

アイカ工業㈱ 596,000 2,348 同上

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 3,243,120 2,260 同上

アステラス製薬㈱ 1,392,000 2,246 同上

㈱コンコルディア・フィナンシャル
グループ

3,423,279 2,009 同上

住友不動産㈱ 509,000 2,002 同上

日本電設工業㈱ 840,000 1,768 同上

富士ソフト㈱ 309,700 1,319 同上

月島機械㈱ 758,000 1,140 同上

久光製薬㈱ 124,929 1,029 同上

㈱ニコン 530,000 1,004 同上

㈱マツモトキヨシホールディングス 220,000 990 同上

戸田建設㈱ 1,237,912 954 同上

MS&ADインシュアランス グループ
ホールディングス㈱

283,263 950 同上

㈱自重堂 79,800 707 同上

東海旅客鉄道㈱ 34,000 684 同上

㈱ツムラ 162,000 592 同上

三菱鉛筆㈱ 239,800 575 同上

㈱ツルハホールディングス 36,000 546 同上

日本パーカライジング㈱ 306,000 531 同上

日本ペイントホールディングス㈱ 130,200 508 同上

新日鐵住金㈱ 200,000 467 同上

富士フイルムホールディングス㈱ 107,340 455 同上

㈱ヤクルト本社 56,500 444 同上

㈱メディパルホールディングス 195,500 426 同上

イビデン㈱ 250,000 395 同上

㈱バローホールディングス 131,680 379 同上

凸版印刷㈱ 367,000 320 同上

㈱イズミ 40,000 290 同上

生化学工業㈱ 147,300 285 同上

東京応化工業㈱ 70,000 267 同上

㈱サカタのタネ 62,700 236 同上
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銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

㈱丹青社 167,700 218 同上

㈱コスモス薬品 10,000 215 同上
 

 

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　

⑥ 会計監査の状況

当社は、会計監査人である有限責任あずさ監査法人と会社法監査及び金融商品取引法監査について監査契約を締

結しており、業務を執行した公認会計士は以下のとおりです。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員 業務執行社員 園田　博之

指定有限責任社員 業務執行社員 川口　靖仁
 

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ５名

その他 19名
 

　

⑦ その他

イ 取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めております。

ロ 取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び選任決議は累積投票によらないものとする旨を定款で定めておりま

す。

ハ 自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行するこ

とを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株

式を取得することができる旨を定款で定めております。

ニ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるように、会社法第426条第１項の規定により、

取締役会の決議によって取締役及び監査役(取締役及び監査役であった者を含む。)の同法423条第１項の損害賠償

責任を、法令の限度において免除することができる旨を定款で定めております。

ホ 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって毎年９月30日の最終の株主名簿に記載

または記録された株主または登録株式質権者に対して中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

へ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会を円滑に行うことを目的として、

会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 59 ― 59 2

連結子会社 1 5 1 5

計 60 5 60 7
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

当連結会計年度

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

当連結会計年度

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条１項の業務以外の業務として、社債発行時のコンフォー

トレター作成等についての対価を支払っております。

 
④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案した上定めております。

 

EDINET提出書類

株式会社オカムラ(E02369)

有価証券報告書

38/90



第５ 【経理の状況】

 

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。 

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。  

 　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成29年４月１日から平成30年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任 

あずさ監査法人により監査を受けております。

 

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 26,536 27,452

  受取手形及び売掛金 64,565 ※5  68,015

  有価証券 10 -

  商品及び製品 10,113 11,579

  仕掛品 1,467 1,658

  原材料及び貯蔵品 4,384 4,464

  繰延税金資産 2,018 2,124

  その他 2,365 2,579

  貸倒引当金 △137 △78

  流動資産合計 111,322 117,795

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 15,268 14,666

   機械装置及び運搬具（純額） 10,091 10,822

   土地 28,072 27,892

   建設仮勘定 77 229

   その他（純額） 2,762 2,732

   有形固定資産合計 ※1，※3  56,273 ※1，※3  56,343

  無形固定資産   

   のれん 18 5

   その他 4,505 4,039

   無形固定資産合計 4,523 4,045

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※2  32,632 ※2  49,414

   退職給付に係る資産 6,627 725

   敷金 4,178 4,387

   繰延税金資産 1,665 1,555

   その他 1,552 1,533

   貸倒引当金 △33 △35

   投資その他の資産合計 46,622 57,580

  固定資産合計 107,419 117,969

 資産合計 218,741 235,765
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 30,007 ※5  28,764

  電子記録債務 16,398 20,283

  短期借入金 ※3，※4  6,147 ※3，※4  6,190

  1年内返済予定の長期借入金 ※3  1,115 1,503

  1年内償還予定の社債 5,000 5,000

  未払法人税等 2,988 3,010

  未払消費税等 741 886

  繰延税金負債 - 0

  賞与引当金 3,685 3,850

  その他 4,277 5,369

  流動負債合計 70,362 74,858

 固定負債   

  社債 5,000 5,000

  長期借入金 ※3  6,227 ※3  5,307

  退職給付に係る負債 15,674 15,502

  繰延税金負債 2,967 5,765

  その他 4,260 3,746

  固定負債合計 34,129 35,321

 負債合計 104,491 110,179

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 18,670 18,670

  資本剰余金 16,762 16,766

  利益剰余金 70,819 78,991

  自己株式 △2,422 △2,429

  株主資本合計 103,829 111,999

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 10,256 14,103

  為替換算調整勘定 56 236

  退職給付に係る調整累計額 △452 △1,116

  その他の包括利益累計額合計 9,860 13,223

 非支配株主持分 559 362

 純資産合計 114,249 125,585

負債純資産合計 218,741 235,765
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 236,776 241,752

売上原価 ※1  162,777 ※1  165,957

売上総利益 73,998 75,794

販売費及び一般管理費   

 販売費 3,152 3,022

 荷造運搬費 10,325 10,500

 給料及び手当 19,791 20,410

 賞与引当金繰入額 2,489 2,620

 退職給付費用 1,207 374

 減価償却費 2,120 2,064

 賃借料 7,585 8,014

 その他 15,510 15,643

 販売費及び一般管理費合計 ※1  62,182 ※1  62,651

営業利益 11,815 13,142

営業外収益   

 受取利息 23 20

 受取配当金 531 624

 持分法による投資利益 372 217

 その他 740 607

 営業外収益合計 1,667 1,469

営業外費用   

 支払利息 255 196

 為替差損 163 59

 固定資産除売却損 121 116

 その他 181 238

 営業外費用合計 722 611

経常利益 12,761 14,000

特別利益   

 投資有価証券売却益 2 -

 子会社清算益 22 -

 退職給付制度改定益 - 1,976

 債務免除益 - 123

 特別利益合計 25 2,100

特別損失   

 減損損失 ※2  787 ※2  5

 投資有価証券評価損 - 14

 ゴルフ会員権評価損 2 2

 特別損失合計 789 22

税金等調整前当期純利益 11,996 16,078

法人税、住民税及び事業税 3,862 3,809

法人税等調整額 △237 1,404

法人税等合計 3,624 5,213

当期純利益 8,371 10,865

非支配株主に帰属する当期純利益 76 44

親会社株主に帰属する当期純利益 8,295 10,820
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益 8,371 10,865

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 103 3,833

 為替換算調整勘定 △226 123

 退職給付に係る調整額 374 △664

 持分法適用会社に対する持分相当額 10 77

 その他の包括利益合計 ※1  261 ※1  3,369

包括利益 8,633 14,234

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 8,568 14,192

 非支配株主に係る包括利益 64 42
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,670 16,762 65,392 △2,415 98,409

当期変動額      

剰余金の配当   △2,868  △2,868

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  8,295  8,295

自己株式の取得    △6 △6

連結子会社株式の追

加取得による持分の

増減

    ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― 5,426 △6 5,420

当期末残高 18,670 16,762 70,819 △2,422 103,829
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 10,111 302 △826 9,587 494 108,491

当期変動額       

剰余金の配当      △2,868

親会社株主に帰属す

る当期純利益
     8,295

自己株式の取得      △6

連結子会社株式の追

加取得による持分の

増減

     ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

144 △245 374 273 64 338

当期変動額合計 144 △245 374 273 64 5,758

当期末残高 10,256 56 △452 9,860 559 114,249
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 当連結会計年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,670 16,762 70,819 △2,422 103,829

当期変動額      

剰余金の配当   △2,647  △2,647

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  10,820  10,820

自己株式の取得    △6 △6

連結子会社株式の追

加取得による持分の

増減

 3   3

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― 3 8,172 △6 8,169

当期末残高 18,670 16,766 78,991 △2,429 111,999
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 10,256 56 △452 9,860 559 114,249

当期変動額       

剰余金の配当      △2,647

親会社株主に帰属す

る当期純利益
     10,820

自己株式の取得      △6

連結子会社株式の追

加取得による持分の

増減

     3

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

3,847 180 △664 3,363 △197 3,165

当期変動額合計 3,847 180 △664 3,363 △197 11,335

当期末残高 14,103 236 △1,116 13,223 362 125,585
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 11,996 16,078

 減価償却費 5,257 5,405

 減損損失 787 5

 子会社清算損益（△は益） △22 -

 退職給付制度改定益 - △1,976

 債務免除益 - △123

 固定資産除売却損益（△は益） 121 84

 持分法による投資損益（△は益） △372 △217

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △51 △57

 賞与引当金の増減額（△は減少） △53 165

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △265 △1,599

 受取利息及び受取配当金 △554 △644

 支払利息 255 196

 投資有価証券売却損益（△は益） △2 -

 投資有価証券評価損益（△は益） - 14

 売上債権の増減額（△は増加） 1,753 △3,450

 たな卸資産の増減額（△は増加） △853 △1,737

 仕入債務の増減額（△は減少） △2,086 2,647

 未払消費税等の増減額（△は減少） △470 131

 その他 584 550

 小計 16,022 15,472

 利息及び配当金の受取額 581 666

 利息の支払額 △269 △206

 法人税等の支払額 △4,894 △3,873

 営業活動によるキャッシュ・フロー 11,439 12,059

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1,379 △1,514

 定期預金の払戻による収入 1,710 1,363

 有形固定資産の取得による支出 △9,168 △4,241

 有形固定資産の売却による収入 61 316

 無形固定資産の取得による支出 △796 △875

 投資有価証券の取得による支出 △721 △2,578

 投資有価証券の売却及び償還による収入 1,191 11

 その他 △50 △146

 投資活動によるキャッシュ・フロー △9,153 △7,665
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 97 47

 長期借入れによる収入 1,337 1,230

 長期借入金の返済による支出 △2,364 △1,773

 社債の発行による収入 - 5,000

 社債の償還による支出 - △5,000

 自己株式の取得による支出 △1 △1

 配当金の支払額 △2,865 △2,647

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

- △236

 その他 △387 △490

 財務活動によるキャッシュ・フロー △4,184 △3,870

現金及び現金同等物に係る換算差額 △187 137

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,085 660

現金及び現金同等物の期首残高 27,547 25,461

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  25,461 ※1  26,122
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

連結子会社の数    26社

主要な子会社の名称

㈱関西岡村製作所（現・㈱関西オカムラ）、㈱オカムラ物流、㈱エヌエスオカムラ、㈱山陽オカムラ、

㈱オカムラサポートアンドサービス、上海岡村家具物流設備有限公司、シーダー㈱

㈱富士精工本社、セック㈱、Salotto(China)Limited、杭州岡村伝動有限公司

(2) 非連結子会社

非連結子会社の数   1社

非連結子会社の名称

㈱新興機材

連結の範囲から除いた理由

㈱新興機材は小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

持分法適用の非連結子会社の数　1社

持分法適用の非連結子会社の名称

㈱新興機材

(2) 持分法を適用した関連会社

持分法適用の関連会社の数 7社

主要な持分法適用関連会社の名称

サイアム オカムラ スチールCO., LTD.、サイアム オカムラ インターナショナルCO., LTD.

(3) 持分法を適用しない非連結子会社

該当事項はありません。

(4) 持分法を適用しない関連会社

該当事項はありません。

(5) 持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表又

は仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、上海岡村家具物流設備有限公司、Salotto(China)Limited及びその子会社３社、杭州岡村伝動有

限公司、岡村貿易(上海)有限公司、上海岡村建築装飾有限公司、オカムラ インターナショナル(Singapore)PTE LTDな

らびにPT. Okamura Chitose Indonesiaの決算日は12月31日であり、砂畑産業㈱及び㈱イチエの決算日は８月31日であ

ります。それ以外の連結子会社の決算日は３月31日で、連結財務諸表提出会社と同一であります。決算日が12月31日

の連結子会社の決算日と連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を基

礎として連結を行っております。また、砂畑産業㈱及び㈱イチエについては、仮決算日(２月28日)の財務諸表によっ

ております。ただし、連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

ｂ その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ

時価法

③ たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。評価方法は移動平均法によっ

ております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　 　２年～50年

　機械装置及び運搬具　 ２年～15年

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっており

ます。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。なお、一部の連結子会社については、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計

算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法によ

り按分した額を発生した連結会計年度より費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）による定率法により発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（追加情報）

当社及び一部の連結子会社は、退職金制度として、確定給付及び確定拠出企業年金制度を採用していましたが、

平成30年３月21日より、現役従業員部分について確定拠出年金制度にすべて移行することとしました。この移行に

伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）及び

「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号）を適用しております。本

移行に伴い見込まれる利益を退職給付制度改定益として、特別利益に1,976百万円計上しております。
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（会計上の見積りの変更）

上記の制度移行に伴い、年金制度の存続部分の平均残存勤務期間が短縮されたため、当連結会計年度末に未認識

過去勤務債務76百万円及び未認識数理計算上の差異635百万円を退職給付費用に含めて一括費用処理しておりま

す。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益がそれぞれ711百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。また、為替予約が

付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

・金利スワップ取引

・為替予約取引

（ヘッジ対象）

・借入金利息(金利相場の変動により損失発生のリスクがあり、結果としてキャッシュ・フローが変動するもの)

・外貨建金銭債権債務(為替相場の変動により損失発生のリスクがあり、結果としてキャッシュ・フローが変動

するもの)

③ ヘッジ方針

金利関連のデリバティブ取引については、金利変動リスクの回避もしくは金利の軽減という目的を達成する範囲

で行う方針であり、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。

通貨関連におけるデリバティブ取引については、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避するためのものであ

るため、外貨建資産及び負債ならびに取引の成約高の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバティブ取引

は行わない方針であります。

④ ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップ取引については、その想定元本、利息の受払条件(利子率、利息の受払日等)及び契約期間がヘッジ

対象と同一であるため、特例処理を採用しております。したがって当該取引について、有効性評価のための事後テ

ストは実施しておりません。

また、為替予約取引については、為替予約の締結時にリスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期

日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されているので

決算日における有効性の評価を省略しております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは５年間で均等償却しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金及び要求払預金のほか、取得日より３ヶ月以内に満期日が到来する定期性預金及び取得日より３ヶ月以

内に償還日が到来する容易に換金可能でかつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資からなって

おります。

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(未適用の会計基準等)

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成30年２月16日）

(1) 概要

個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱いが見直され、また（分類１）に該当する

企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いの明確化が行われております。

(2) 適用予定日

平成31年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

　

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 平成30年３月30日)

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日)

(1) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(2) 適用予定日

平成34年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

減価償却累計額 103,273百万円 104,519百万円
 

 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

投資有価証券(株式) 3,056百万円 3,326百万円
 

 

※３ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

担保資産

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

建物及び構築物 2,063百万円 2,012百万円

土地 7,732 7,732

合計 9,796百万円 9,744百万円
 

上記のうち工場財団抵当に供している資産

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

建物及び構築物 331百万円 319百万円

土地 282 282

合計 613百万円 601百万円
 

担保付債務

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

短期借入金 1,600百万円 1,600百万円

１年内返済予定の
長期借入金

53 ―

長期借入金 500 500

合計 2,153百万円 2,100百万円
 

上記のうち工場財団抵当に対応する債務

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

短期借入金 200百万円 200百万円

１年内返済予定の
長期借入金

53 ―

合計 253百万円 200百万円
 

 

※４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と特定融資枠契約を締結しております。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

特定融資枠契約の総額 14,000百万円 14,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 14,000百万円 14,000百万円
 

 

※５ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形を満期日に決済が行

われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

受取手形 ― 628百万円

支払手形 ― 680百万円
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(連結損益計算書関係)

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

研究開発費 1,037百万円 1,162百万円
 

　

※２ 減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

 

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

 

用途 場所 種類

生産設備等 神奈川県横浜市 機械装置、構築物等

事業用資産
中華人民共和国

上海市
建設仮勘定

社員寮 神奈川県横浜市 土地及び建物等

 

　

当社グループは、事業用資産について管理会計上の区分ごとにグルーピングを行っております。

この結果、営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスであり、帳簿価額の回収が見込まれな

い生産設備等、事業用資産ならびに売却処分する方針を決定した当社グループが所有する社員寮について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額しております。減損損失の内訳は建物86百万円、構築物27百万円、機械装置66百万

円、建設仮勘定37百万円、土地565百万円及びその他4百万円であります。

なお、回収可能価額は、生産設備等及び事業用資産については使用価値により測定しており、使用価値はゼロ

と算定しております。また、社員寮については正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売却予定価額

に基づき算定しております。

　

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

　　

用途 場所 種類

事業用資産 神奈川県横浜市 その他

 

 

当社グループは、事業用資産について管理会計上の区分ごとにグルーピングを行っております。

この結果、営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスであり、帳簿価額の回収が見込まれな

い事業用資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。減損損失の内訳はその他5百万円であり

ます。

なお、回収可能価額は、使用価値により測定しており、使用価値はゼロと算定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 152百万円 5,509百万円

 組替調整額 △2 12

   税効果調整前 149百万円 5,521百万円

   税効果額 △46 △1,687

   その他有価証券評価差額金 103百万円 3,833百万円

為替換算調整勘定   

 当期発生額 △204百万円 123百万円

 組替調整額 △22 ―

   為替換算調整勘定 △226百万円 123百万円

退職給付に係る調整額   

 当期発生額 523百万円 818百万円

 組替調整額 26 △1,775

   税効果調整前 550百万円 △957百万円

   税効果額 △176 293

   退職給付に係る調整額 374百万円 △664百万円

持分法適用会社に対する持分相当額   

 当期発生額 10百万円 77百万円

その他の包括利益合計 261百万円 3,369百万円
 

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 112,391,530 ― ― 112,391,530
 

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,227,159 6,566 ― 2,233,725
 

 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 1,481株

持分法適用会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分 5,085株
 

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,544 14.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日

平成28年10月19日
取締役会

普通株式 1,323 12.00 平成28年９月30日 平成28年12月９日
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,323 12.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日
 

 
　
当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 112,391,530 ― ― 112,391,530
 

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,233,725 5,120 ― 2,238,845
 

 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 855株

持分法適用会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分 4,265株
 

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,323 12.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

平成29年10月18日
取締役会

普通株式 1,323 12.00 平成29年９月30日 平成29年12月８日
 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,544 14.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

現金及び預金勘定 26,536百万円 27,452百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△1,074 △1,329

現金及び現金同等物 25,461百万円 26,122百万円
 

　

　２ 重要な非資金取引の内容

　前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 
　当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

　　　当連結会計年度に退職給付信託を解約したことに伴う投資有価証券増加額は8,348百万円であります。

 
(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

１ リース資産の内容

・有形固定資産

主として、工具、器具及び備品であります。

・無形固定資産

ソフトウエアであります。

２ リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

  当社グループは、主にオフィス環境機器、商環境機器、物流機器等の製造販売の計画に基づいて、必要な資金

を銀行借入や社債発行等により調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期

的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用して

おり、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

  営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業を展

開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。有価証券及び投

資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業との取引関係等の円滑化を保有目的とする株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金ならびに電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。また、その一

部には、輸入にともなう外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。借入金及び社債は、主

に運転資金、設備投資資金の調達を目的としたものであり、返済日及び償還日は、概ね５年以内であります。こ

のうち一部は、外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。また、一部の借入金は、変動金

利であるため金利の変動リスクに晒されています。

 デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替

予約取引及び借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引でありま

す。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について

は、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

  当社グループは、社内管理規程に従い、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ

ております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

 当社グループは、社内管理規程に従い、外貨建ての営業債権債務について、期日及び残高を管理するととも

に、一部の外貨建ての営業債権債務については、為替予約を利用してヘッジしております。また、借入金に係

る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

  有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、満期保有目的

の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

  デリバティブ取引の実行及び管理については、社内管理規程に従い経理部が行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

  当社グループは、各社が適時に資金繰計画を作成するとともに、一定の手許流動性を維持するなどの方法に

より、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に

関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２  金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。(（注２）をご参照ください。)

　

前連結会計年度(平成29年３月31日）

(単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 26,536 26,536 ―

(2) 受取手形及び売掛金 64,565 64,565 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券    
① 満期保有目的の債券 1,000 997 △2

② その他有価証券 28,291 28,291 ―

資産計 120,393 120,390 △2

(1) 支払手形及び買掛金 30,007 30,007 ―

(2) 電子記録債務 16,398 16,398 ―

(3) 短期借入金 6,147 6,147 ―

(4) 社債 10,000 10,023 23

(5) 長期借入金 7,342 7,311 △30

負債計 69,896 69,889 △6

デリバティブ取引 ― ― ―
 

 

当連結会計年度(平成30年３月31日）

(単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 27,452 27,452 ―

(2) 受取手形及び売掛金 68,015 68,015 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券    
① 満期保有目的の債券 1,000 999 △0

② その他有価証券 44,771 44,771 ―

資産計 141,239 141,238 △0

(1) 支払手形及び買掛金 28,764 28,764 ―

(2) 電子記録債務 20,283 20,283 ―

(3) 短期借入金 6,190 6,190 ―

(4) 社債 10,000 9,997 △3

(5) 長期借入金 6,811 6,770 △40

負債計 72,048 72,004 △43

デリバティブ取引 ― ― ―
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（注１） 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金ならびに(2) 受取手形及び売掛金

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) 有価証券及び投資有価証券

  これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券及び投資信託は取引所の価格、取引金融機

関から提示された価格又は一定の期間ごとに区分した将来のキャッシュ・フローを信用リスクを加味した利率に

より割り引いた現在価値により算定しております。

  また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

負  債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務ならびに(3) 短期借入金

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4) 社債

 当社の発行する社債の時価については、市場価格又は一定の期間ごとに区分した将来のキャッシュ・フローを

信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算定しております。

(5) 長期借入金

  長期借入金の時価については、一定の期間ごとに区分した元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。

 

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

(平成29年３月31日）
当連結会計年度

(平成30年３月31日）

非上場株式 3,330 3,622

非上場債券 20 20
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産 (3) 有価証

券及び投資有価証券」には含めておりません。

当連結会計年度において、非上場株式について2百万円の減損処理を行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社オカムラ(E02369)

有価証券報告書

59/90



 

（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成29年３月31日）

(単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 26,536 ― ― ―

受取手形及び売掛金 64,565 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     
 満期保有目的の債券（その他債券) ― 1,000 ― ―

 その他有価証券のうち満期があるもの（社債) 10 10 ― ―

合計 91,111 1,010 ― ―
 

　

当連結会計年度(平成30年３月31日）

(単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 27,452 ― ― ―

受取手形及び売掛金 68,015 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     
 満期保有目的の債券（その他債券) ― 1,000 ― ―

 その他有価証券のうち満期があるもの（社債) ― 20 ― ―

合計 95,467 1,020 ― ―
 

　

（注４） 社債、長期借入金及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成29年３月31日）

(単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 6,147 ― ― ― ― ―

社債 5,000 5,000 ― ― ― ―

長期借入金 1,115 1,431 572 2,470 1,548 203

合計 12,263 6,431 572 2,470 1,548 203
 

　

当連結会計年度(平成30年３月31日）

(単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 6,190 ― ― ― ― ―

社債 5,000 ― ― ― 5,000 ―

長期借入金 1,503 650 2,542 1,596 443 74

合計 12,693 650 2,542 1,596 5,443 74
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(有価証券関係)

１ 満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成29年３月31日）

(単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

500 502 2

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

500 494 △5

合計 1,000 997 △2
 

 

当連結会計年度(平成30年３月31日）

(単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

500 501 1

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

500 498 △1

合計 1,000 999 △0
 

 

２ その他有価証券

前連結会計年度(平成29年３月31日）

(単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

① 株式 27,500 12,837 14,662

小計 27,500 12,837 14,662

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

① 株式 677 803 △126

② その他 114 118 △4

小計 791 922 △130

合計 28,291 13,760 14,531
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当連結会計年度(平成30年３月31日）

(単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

① 株式 36,901 16,646 20,254

② その他 1,006 1,000 6

小計 37,907 17,646 20,260

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

① 株式 5,653 5,847 △194

② その他 1,210 1,236 △26

小計 6,863 7,083 △220

合計 44,771 24,730 20,040
 

 

３ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：百万円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

① 株式 32 2 ―

② その他 298 ― ―

合計 330 2 ―
 

 

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

(単位：百万円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

① 株式 0 ― ―

② その他 0 ― ―

合計 1 ― ―
 

 

４ 減損処理を行った有価証券

 前連結会計年度において、該当事項はありません。

 当連結会計年度において、有価証券について14百万円（その他有価証券の株式14百万円）の減損処理を行って

おります。

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。
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(デリバティブ取引関係)

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度(平成29年３月31日)

(単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち

１年超
時価

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引

支払固定・
受取変動

長期借入金 1,500 1,500 (注)

 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度(平成30年３月31日)

(単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち

１年超
時価

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引

支払固定・
受取変動

長期借入金 1,500 500 (注)

 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制

度を採用しております。確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた

一時金又は年金を支給しております。確定給付企業年金制度には、退職給付信託が設定されております。

当社及び一部の連結子会社は、平成30年３月21日より、現役従業員部分について確定拠出年金制度にすべて移行す

ることとしました。この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号）

を適用しております。

退職一時金制度（非積立型制度でありますが、退職給付信託を設定した結果、積立型制度となっているものがあり

ます。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。
　

２　確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

退職給付債務の期首残高 21,556百万円 21,793百万円

勤務費用 1,397 1,408

利息費用 ― 21
数理計算上の差異の発生額 △186 △1,066
退職給付の支払額 △973 △1,810
制度変更に伴う影響額 ― △813
その他 △0 △0

退職給付債務の期末残高 21,793百万円 19,532百万円
 

　
(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

年金資産の期首残高 11,692百万円 12,746百万円

期待運用収益 158 214

数理計算上の差異の発生額 337 1,104
事業主からの拠出額 1,334 2,176

退職給付信託解約による返還 ― △8,726

退職給付の支払額 △776 △775
確定拠出年金制度への変更に伴う移管金見込み額 ― △1,984

年金資産の期末残高 12,746百万円 4,756百万円
 

　
(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 19,429百万円 17,150百万円
年金資産 △12,746 △4,756

 6,683 12,394
非積立型制度の退職給付債務 2,363 2,381

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 9,047百万円 14,776百万円

   
退職給付に係る負債 15,674 15,502
退職給付に係る資産 △6,627 △725

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 9,047百万円 14,776百万円
 

　
(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

勤務費用 1,397百万円 1,408百万円

利息費用 ― 21

期待運用収益 △158 △214

数理計算上の差異の費用処理額 280 △485

過去勤務費用の費用処理額 △253 △329

確定給付制度に係る退職給付費用 1,266百万円 400百万円

退職給付制度改定益 ― △1,976百万円
 

EDINET提出書類

株式会社オカムラ(E02369)

有価証券報告書

64/90



 

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

過去勤務費用 △253百万円 436百万円

数理計算上の差異 804 520

合計 550百万円 957百万円
 

　

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

未認識過去勤務費用 270百万円 △166百万円

未認識数理計算上の差異 △927 △1,447

合計 △656百万円 △1,613百万円
 

　

(7) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

株式 62.7％ 21.9％

債券 14.1 41.8

生命保険一般勘定 10.5 9.4

その他 12.7 26.9

合計 100.0％ 100.0％
 

(注) 年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度78.2％、当連結会計年

度64.4％含まれております。

　

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

割引率 0.1％ 0.1％

長期期待運用収益率 1.5％ 1.7％
 

　

３　確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度434百万円、当連結会計年度455百万円であ

ります。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の内訳

(1) 流動の部

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産   

 賞与引当金 1,145百万円 1,191百万円

 未払事業税 231 231

 原材料製品評価損 253 294

 未払社会保険料 166 172

 その他 235 245

繰延税金資産小計 2,032 2,135

評価性引当額 △12 △10

繰延税金資産合計 2,019百万円 2,124百万円

繰延税金負債との相殺 △1 △0

繰延税金資産の純額 2,018百万円 2,124百万円

   

繰延税金負債   

 その他 1 0

繰延税金負債合計 1 0

繰延税金資産との相殺 △1 △0

繰延税金負債の純額 ― 0
 

 

(2) 固定の部

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産   
 退職給付に係る負債 4,571百万円 5,535百万円

 有形固定資産未実現利益 744 744

 繰越欠損金 957 1,082

 ゴルフ会員権評価損 117 113

　減損損失 279 54

 その他 425 349

繰延税金資産小計 7,096 7,881

評価性引当額 △1,387 △1,464

繰延税金資産合計 5,708百万円 6,417百万円

繰延税金負債との相殺 △4,043 △4,861

繰延税金資産の純額 1,665百万円 1,555百万円

   
繰延税金負債   

  圧縮記帳積立金 2,393百万円 2,374百万円

  その他有価証券評価差額金 4,490 6,178

 投資有価証券 6 1,808

  全面時価評価法による評価差額 93 93

  その他 27 172

繰延税金負債合計 7,011百万円 10,627百万円

繰延税金資産との相殺 △4,043 △4,861

繰延税金負債の純額 2,967百万円 5,765百万円
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　２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
 

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

法定実効税率 ―  30.8％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 ―  1.5　

税額控除 ―  △0.6　

住民税均等割等 ―  0.7　

持分法投資損益 ―  △0.4　

関係会社留保利益 ―  0.9　

評価性引当額 ―  △0.4　

その他 ―  △0.1　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ―  32.4％
 

 

（注）前連結会計年度における法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率

の100分の５以下であるため注記を省略しております。

 
(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

オフィス環境事業、その他（物流機器事業他）に関する土地の借地権設定契約にともなう原状回復義務等であ

ります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から20年と見積り、割引率は2.2％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

  
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

 
当連結会計年度

(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

期首残高  191百万円  195百万円

時の経過による調整額  3  3

期末残高  195百万円  199百万円
 

 

(賃貸等不動産関係)

当社及び一部の子会社では、東京都において賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を、神奈川県その他の地域に

おいて、賃貸用の駐車場等を有しております。

平成29年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は133百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は

売上原価に計上）であります。

平成30年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は216百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は

売上原価に計上）であります。

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び期末時価ならびに当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 932 6,255

期中増減額 5,322 △22

期末残高 6,255 6,232

期末時価 11,822 12,671
 

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２ 期末時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整

を行ったものを含む）であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】
　

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社グループは、製品・サービス別の製造販売体制のもと、取り扱う製品・サービスについて包括的な戦略を

立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは製造販売体制を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、

「オフィス環境事業」及び「商環境事業」の２つを報告セグメントとしております。

「オフィス環境事業」は、オフィス家具、公共施設用家具、セキュリティ製品、ヘルスケア製品等の製造販売

を行っております。「商環境事業」は、店舗用商品陳列棚、冷凍冷蔵ショーケース、店舗カウンター等の製造販

売を行っております。

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。

「会計上の見積りの変更」に記載のとおり、退職給付に係る数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方

法について、従来は、過去勤務費用をその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定

額法により按分した額を発生した連結会計年度より費用処理しており、また数理計算上の差異を各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定率法により発生の翌連結会計年度

から費用処理しておりましたが、当社及び一部の連結子会社は、当連結会計年度に年金制度の存続部分の平均残

存勤務期間が短縮されたため、当連結会計年度末に未認識過去勤務債務76百万円及び未認識数理計算上の差異635

百万円を退職給付費用に含めて一括費用処理しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度のセグメント利益が、「オフィス環境事

業」で481百万円、「商環境事業」で176百万円、「その他」で53百万円それぞれ増加しております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 
前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１)

合計
調整額
（注２）

連結財務諸
表計上額
(注３）オフィス

環境事業
商環境
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 124,446 96,220 220,667 16,109 236,776 ― 236,776

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 124,446 96,220 220,667 16,109 236,776 ― 236,776

セグメント利益
又は損失(△)

8,879 3,034 11,914 △98 11,815 ― 11,815

セグメント資産 96,103 48,478 144,582 19,352 163,935 54,806 218,741

その他の項目        

 減価償却費 3,523 1,218 4,742 503 5,245 ― 5,245

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

3,609 1,250 4,859 5,747 10,607 ― 10,607
 

 　
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流機器事業及び流体変速機事業

等を含んでおります。

２ セグメント資産の調整額54,806百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含まれておりま

す。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない現預金及び投資有価証券であります。

３ セグメント利益又は損失(△)の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１)

合計
調整額
（注２）

連結財務諸
表計上額
(注３）オフィス

環境事業
商環境
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 128,515 95,956 224,471 17,280 241,752 ― 241,752

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 128,515 95,956 224,471 17,280 241,752 ― 241,752

セグメント利益 9,782 2,487 12,269 872 13,142 ― 13,142

セグメント資産 99,309 49,810 149,119 18,668 167,788 67,977 235,765

その他の項目        

 減価償却費 3,640 1,260 4,900 492 5,393 ― 5,393

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

3,673 1,387 5,061 329 5,390 ― 5,390
 

 　
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流機器事業及び流体変速機事業

等を含んでおります。

２ セグメント資産の調整額67,977百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含まれておりま

す。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない現預金及び投資有価証券であります。

３ セグメント利益の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

【関連情報】

１  製品及びサービスごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないため、記載を省略して

おります。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計
調整額
(注)

連結損益計
算書計上額オフィス

環境事業
商環境
事業

計

減損損失 8 7 15 111 127 660 787
 

(注)各セグメントに帰属しない社員寮について、回収可能価額の低下に伴う減損損失660百万円を計上しております。
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
連結損益計
算書計上額オフィス

環境事業
商環境
事業

計

減損損失 ― ― ― 5 5 ― 5
 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

重要性がないため記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

　(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　・従業員のための企業年金等

　前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

　　該当事項はありません。

　

　当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

種類 会社等の
名称 所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

企業
年金

退職給付
信託 ― ― ― ―

退職給付
会計上の
年金資産

資産の
一部返還 8,726 ― ―

 

 
２　親会社又は重要な関係会社に関する注記

　該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり純資産 1,032.06円 1,136.82円

１株当たり当期純利益 75.30円 98.23円
 

 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 8,295 10,820

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

8,295 10,820

普通株式の期中平均株式数(千株) 110,161 110,155
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄(普通社債) 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(年率％)

担保 償還期限

㈱岡村製作所 第12回無担保社債
平成25年
４月26日

5,000
(5,000)

― 0.660 無担保
平成29年
４月26日

㈱岡村製作所 第13回無担保社債
平成27年
３月12日

5,000
5,000
(5,000)

0.376 無担保
平成31年
３月12日

㈱岡村製作所 第14回無担保社債
平成29年
４月25日

― 5,000 0.180 無担保
平成34年
４月25日

合計 ― ―
10,000
(5,000)

10,000
(5,000)

― ― ―

 

(注）１ 当社は、平成30年４月１日付で㈱岡村製作所から㈱オカムラへ商号変更しております。

　　 ２ （　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

　　 ３ 連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

5,000 ― ― ― 5,000
 

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(年率％)

返済期限

短期借入金 6,147 6,190 0.60 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,115 1,503 1.26 ―

１年以内に返済予定のリース債務 353 352 1.28 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

6,227 5,307 0.55 平成32年から平成36年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

767 517 1.79 平成31年から平成43年

合計 14,610 13,871 ― ―
 

(注) １  「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額

は次のとおりであります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 650 2,542 1,596 443

リース債務 259 105 44 20
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 54,885 113,327 170,744 241,752

税金等調整前
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,604 5,333 7,067 16,078

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,793 3,645 4,777 10,820

１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 16.28 33.09 43.37 98.23
 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益 (円) 16.28 16.81 10.28 54.86
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 12,535 15,108

  受取手形 8,551 ※5  7,290

  売掛金 51,987 55,382

  有価証券 10 -

  商品及び製品 9,790 10,909

  仕掛品 735 996

  原材料及び貯蔵品 3,405 3,507

  前払費用 806 933

  繰延税金資産 1,619 1,714

  その他 1,159 1,415

  貸倒引当金 △25 △26

  流動資産合計 ※1  90,575 ※1  97,232

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 12,193 11,695

   構築物 805 760

   機械及び装置 6,406 7,070

   車両運搬具 78 72

   工具、器具及び備品 1,610 1,777

   土地 25,433 25,253

   建設仮勘定 56 179

   有形固定資産合計 ※2  46,585 ※2  46,809

  無形固定資産   

   特許権 3 6

   借地権 560 560

   ソフトウエア 3,807 3,324

   その他 112 109

   無形固定資産合計 4,482 4,001

  投資その他の資産   

   投資有価証券 28,836 45,038

   関係会社株式 10,483 11,151

   関係会社長期貸付金 2,693 1,943

   破産更生債権等 33 35

   前払年金費用 5,424 725

   敷金 3,906 4,111

   その他 984 1,193

   貸倒引当金 △1,263 △805

   投資その他の資産合計 51,098 63,394

  固定資産合計 102,167 114,205

 資産合計 192,743 211,437
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 7,090 ※5  4,820

  電子記録債務 16,398 20,283

  買掛金 21,428 21,713

  短期借入金 ※2，※4  5,200 ※2，※4  5,200

  関係会社短期借入金 100 100

  1年内返済予定の長期借入金 300 1,000

  1年内償還予定の社債 5,000 5,000

  リース債務 94 78

  未払金 444 715

  未払費用 1,915 2,205

  未払法人税等 2,431 2,616

  未払消費税等 467 723

  前受金 285 565

  預り金 170 217

  賞与引当金 2,963 3,121

  流動負債合計 ※1  64,291 ※1  68,360

 固定負債   

  社債 5,000 5,000

  長期借入金 ※2  4,650 ※2  3,950

  リース債務 237 202

  退職給付引当金 11,165 11,532

  関係会社事業損失引当金 - 23

  長期預り金 2,526 2,591

  繰延税金負債 2,877 5,676

  その他 462 308

  固定負債合計 26,919 29,284

 負債合計 91,210 97,644

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 18,670 18,670

  資本剰余金   

   資本準備金 16,759 16,759

   資本剰余金合計 16,759 16,759

  利益剰余金   

   利益準備金 1,874 1,874

   その他利益剰余金   

    圧縮記帳積立金 4,556 4,516

    別途積立金 4,180 4,180

    繰越利益剰余金 48,079 56,761

   利益剰余金合計 58,690 67,332

  自己株式 △2,335 △2,336

  株主資本合計 91,785 100,426

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 9,747 13,367

  評価・換算差額等合計 9,747 13,367

 純資産合計 101,532 113,793

負債純資産合計 192,743 211,437
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 ※1  212,927 ※1  216,575

売上原価 ※1  148,685 ※1  149,058

売上総利益 64,241 67,517

販売費及び一般管理費 ※1，※2  55,442 ※1，※2  56,621

営業利益 8,798 10,896

営業外収益   

 受取利息 38 36

 受取配当金 1,612 3,021

 その他 676 592

 営業外収益合計 ※1  2,328 ※1  3,650

営業外費用   

 支払利息 146 119

 社債利息 51 29

 固定資産除売却損 67 89

 関係会社貸倒引当金繰入額 190 372

 関係会社事業損失引当金繰入額 - 23

 為替差損 64 -

 その他 126 204

 営業外費用合計 ※1  645 ※1  838

経常利益 10,480 13,708

特別利益   

 投資有価証券売却益 0 -

 抱合せ株式消滅差益 24 -

 退職給付制度改定益 - 1,812

 特別利益合計 24 1,812

特別損失   

 投資有価証券評価損 - 14

 関係会社株式評価損 - 45

 ゴルフ会員権評価損 1 2

 減損損失 660 -

 特別損失合計 661 61

税引前当期純利益 9,843 15,459

法人税、住民税及び事業税 2,855 3,060

法人税等調整額 △238 1,108

法人税等合計 2,616 4,169

当期純利益 7,227 11,290
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計圧縮記帳

積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 18,670 16,759 16,759 1,874 4,595 4,180 43,682 54,331

当期変動額         

剰余金の配当       △2,868 △2,868

圧縮記帳積立金の取

崩
    △38  38 ―

当期純利益       7,227 7,227

自己株式の取得         

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 ― ― ― ― △38 ― 4,397 4,358

当期末残高 18,670 16,759 16,759 1,874 4,556 4,180 48,079 58,690
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △2,334 87,428 9,660 9,660 97,088

当期変動額      

剰余金の配当  △2,868   △2,868

圧縮記帳積立金の取

崩
 ―   ―

当期純利益  7,227   7,227

自己株式の取得 △1 △1   △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  87 87 87

当期変動額合計 △1 4,357 87 87 4,444

当期末残高 △2,335 91,785 9,747 9,747 101,532
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 当事業年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計圧縮記帳

積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 18,670 16,759 16,759 1,874 4,556 4,180 48,079 58,690

当期変動額         

剰余金の配当       △2,647 △2,647

圧縮記帳積立金の取

崩
    △40  40 ―

当期純利益       11,290 11,290

自己株式の取得         

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 ― ― ― ― △40 ― 8,682 8,642

当期末残高 18,670 16,759 16,759 1,874 4,516 4,180 56,761 67,332
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △2,335 91,785 9,747 9,747 101,532

当期変動額      

剰余金の配当  △2,647   △2,647

圧縮記帳積立金の取

崩
 ―   ―

当期純利益  11,290   11,290

自己株式の取得 △1 △1   △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  3,619 3,619 3,619

当期変動額合計 △1 8,641 3,619 3,619 12,260

当期末残高 △2,336 100,426 13,367 13,367 113,793
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

② 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

③ その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) デリバティブ

時価法

(3) たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。評価方法は移動平均法によっ

ております。

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　 　２年～50年

　　機械及び装置　　　　 ２年～15年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっており

ます。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定額法によ

り按分した額を発生した事業年度より費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13

年)による定率法により発生の翌事業年度から費用処理しております。

（追加情報）

当社は、退職金制度として、確定給付及び確定拠出企業年金制度を採用していましたが、平成30年３月21日よ

り、現役従業員部分について確定拠出年金制度にすべて移行することとしました。この移行に伴う会計処理につ

いては、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）及び「退職給付制度間

の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号）を適用しております。本移行に伴い見込

まれる利益を退職給付制度改定益として、特別利益に1,812百万円計上しております。

（会計上の見積りの変更）

上記の制度移行に伴い、年金制度の存続部分の平均残存勤務期間が短縮されたため、当事業年度末に未認識過

去勤務債務55百万円及び未認識数理計算上の差異656百万円を退職給付費用に含めて一括費用処理しておりま

す。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

それぞれ711百万円増加しております。

(4) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状況等を勘案し、損失負担見込額を計上しておりま

す。

４ 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。

(2) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれ

らの会計処理の方法と異なっております。

(3) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

EDINET提出書類

株式会社オカムラ(E02369)

有価証券報告書

79/90



 

(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する資産及び負債（独立掲記したものを除く）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

短期金銭債権 1,128百万円 1,759百万円

短期金銭債務 7,861 8,171
 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

担保資産

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

建物 1,365百万円 1,343百万円

土地 7,269 7,269

合計 8,634百万円 8,612百万円
 

担保付債務

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

短期借入金 1,400百万円 1,400百万円

長期借入金 500 500

合計 1,900百万円 1,900百万円
 

 

 ３ 保証債務

下記の会社の金融機関等からの借入及び営業取引に対し、債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

上海岡村家具物流設備有限公司 219百万円 285百万円

Salotto(China)Limited 144 135
 

 

※４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と特定融資枠契約を締結しております。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

特定融資枠契約の総額 14,000百万円 14,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 14,000百万円 14,000百万円
 

　

※５ 事業年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形を満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

受取手形 ― 628百万円

支払手形 ― 570百万円
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(損益計算書関係)

※１ 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高の総額

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

営業取引高 51,449百万円 46,772百万円

営業取引以外の取引高 1,255 2,599
 

　

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

減価償却費 1,912百万円 1,848百万円

荷造運搬費 12,331 12,485  

給料及び手当 14,294 15,590  

賞与引当金繰入額 2,081 2,215  

賃借料 6,783 7,237  
 

　

おおよその割合

販売費 71％ 71％

一般管理費 29 29
 

　

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株

式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は、次の

とおりであります。

　（単位：百万円）

区分
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

子会社株式 9,913 10,580

関連会社株式 570 570

計 10,483 11,151
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1) 流動の部

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産   

 賞与引当金 912百万円 954百万円

 未払事業税 187 198

 原材料製品評価損 237 279

 未払社会保険料 135 143

 その他 146 140

繰延税金資産合計 1,620 1,715

繰延税金負債との相殺 △1 △0

繰延税金資産の純額 1,619百万円 1,714百万円

   

繰延税金負債   

 その他 1百万円 0百万円

繰延税金負債合計 1 0

繰延税金資産との相殺 △1 △0

繰延税金負債の純額 ― ―
 

 

(2) 固定の部

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産   

 退職給付引当金 3,454百万円 4,227百万円

 関係会社株式評価損 637 651

 貸倒引当金 386 246

 ゴルフ会員権評価損 97 93

　減損損失 209 ―

 その他 250 200

繰延税金資産小計 5,034 5,418

評価性引当額 △1,226 △1,030

繰延税金資産合計 3,808百万円 4,388百万円

繰延税金負債との相殺 △3,808 △4,388

繰延税金資産の純額 ― ―

   

繰延税金負債   

 圧縮記帳積立金 2,359百万円 2,341百万円

 その他有価証券評価差額金 4,293 5,888

 投資有価証券 6 1,808

 その他 27 26

繰延税金負債合計 6,686百万円 10,064百万円

繰延税金資産との相殺 △3,808 △4,388

繰延税金負債の純額 2,877百万円 5,676百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た　主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.8％ 30.8％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2 2.9

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.8 △5.1

税額控除 △3.0 △0.5

住民税均等割等 0.9 0.6

評価性引当額 0.5 △1.3

その他 0.0 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.6％ 27.0％
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 12,193 415 139 774 11,695 36,630

 構築物 805 19 0 63 760 3,244

 機械及び装置 6,406 1,696 24 1,008 7,070 26,883

 車両運搬具 78 30 0 36 72 658

 
工具、器具及び
備品

1,610 1,123 22 934 1,777 16,911

 土地 25,433 ― 179 ― 25,253 ―

 建設仮勘定 56 3,408 3,285 ― 179 ―

 計 46,585 6,693 3,651 2,818 46,809 84,327

無形固定資産 特許権 3 4 ― 0 6 ―

 借地権 560 ― ― ― 560 ―

 ソフトウェア 3,807 814 ― 1,297 3,324 ―

 その他 112 ― ― 2 109 ―

 計 4,482 819 ― 1,301 4,001 ―
 　
(注) 当期増加の主なものは次のとおりであります。

　有形固定資産増加の主なもの

　　追浜事業所オフィス製造部生産設備の維持更新・省力化に関する投資等

　　（機械及び装置241百万円、工具器具及び備品193百万円）

　　御殿場事業所生産設備の維持更新・省力化に関する投資等

　　（機械及び装置302百万円）

 

【引当金明細表】

　（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 1,288 401 858 831

賞与引当金 2,963 3,121 2,963 3,121

関係会社事業損失引当金 ― 23 ― 23
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

特記事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

   取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

   株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

   取次所 ―

   買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書及びその添付書類ならびに確認書   

 事業年度 第82期(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

 
 平成29年６月29日

関東財務局長に提出。

      
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

 
平成29年６月29日

関東財務局長に提出。

      
(3) 四半期報告書及び確認書   
 第83期第１四半期(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

 
平成29年８月10日

関東財務局長に提出。

 第83期第２四半期(自 平成29年７月１日 至 平成29年９月30日)
 
平成29年11月13日

関東財務局長に提出。

 第83期第３四半期(自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日)
 
平成30年２月13日

関東財務局長に提出。

    
(4) 臨時報告書   

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決
権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書

 
平成29年６月29日

関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

平成30年６月28日

株式会社オカムラ

取締役会  御中

有 限 責 任   あ ず さ 監 査 法 人
 

　

指定有限責任社員
公認会計士 園 田 博 之 ㊞

業務執行社員
 

　

指定有限責任社員
公認会計士 川 口 靖 仁 ㊞

業務執行社員
 

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社オカムラの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社オカムラ及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社オカムラの平成30年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、株式会社オカムラが平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成30年６月28日

株式会社オカムラ

取締役会  御中

有 限 責 任   あ ず さ 監 査 法 人
 

　

指定有限責任社員
公認会計士  園 田 博 之 ㊞

業務執行社員
 

　

指定有限責任社員
公認会計士 川 口 靖 仁 ㊞

業務執行社員
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社オカムラの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社オカムラの平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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